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― 局 長 挨 拶 ― 

 

関東森林管理局長 齋藤伸郎  

 

 令和元年度関東森林管理局森林・林業技術等交流発表会の開催にあたりまして、一言ご挨拶を申

し上げます。 

 

 本日、明日と、この２日間にわたりまして開催される本交流発表会でございますが、今回は２４

のテーマの発表があり、共同発表者も含めて５０名ほどの方にご協力いただいております。発表者

以外でも、国有林の職員のみならず、関係の機関、自治体、森林組合、NPO 法人、農林大学校など

様々な所属の方からご参加をいただいており、誠にありがとうございます。また、審査をお願いし

ている谷本審査員長をはじめ、審査員の皆様方には、２日間どうかよろしく願い申し上げます。 

 

 さて、本年度は林野行政におきましても大きな動きがあった一年でした。特に、新たに施行され

た森林経営管理法に基づいて、意欲と能力のある林業経営者への集積・集約化、市町村の森林の公

的管理を行う森林経営管理制度が開始されるともに、森林環境譲与税についても昨年９月に第１回

の交付が行われ、さらに来年度には譲与税の増額前倒しも予定されております。 

  

このような民有林行政の大きな動きに対応して、私ども国有林といたしましても、森林整備・素

材生産をはじめとした事業の実施、生産性向上の取組、森林施業の低コスト化・省力化、そのため

の技術開発、民国連携の推進などの取組を通し、意欲と能力のある林業経営者の育成に努め、林業

の成長産業化の実現に向け、貢献して参りたいと考えております。 

 特に我が国のように人口減少や高齢化が進む中では、新たな技術の導入・普及が非常に重要であ

ります。林業イノベーションの進展をはかることとともに、特に国有林野職員につきましては、森

林・林業技術の専門家・技術者として能力を大いに発揮をするということが期待され、求められて

おりますので、私どもとしてもしっかりと応えて行かなければならないと考えております。 

 

 本交流発表会は、森林管理署、各センターを始め、多くの機関における技術開発の成果や研究の

成果をご披露いただき、これを多くの関係者の間で共有し普及を図るということによって、林業の

成長産業化に供するということを趣旨とするものであります。また、本年度は、従来のスライド発

表に加えてポスター発表も新たに行うこととしております。 

２日間という限られた期間ではございますけれども、情報発信・共有の場として充実したものと

なりますよう、会場にお越しの皆様におかれても、ぜひ、発表者と意見交換も行っていただきなが

ら、この発表会を盛りあげていただければ大変ありがたいと考えておりますので、何とぞよろしく

お願い申し上げます。 

 

 結びに、本交流発表会が有意義なものとなり、森林・林業技術の発展につながりますよう、また、

ご参加いただきました皆様のご健勝とご活躍を祈念いたしまして、開催に当たりましての挨拶とさ

せて頂きます。 



森林・林業技術等交流発表会 写真集

局長挨拶

齋藤伸郎 関東森林管理局長による挨拶

スライド発表

関東局管内の国有林職員のほか、地方公共団体、

森林組合、県の研究機関、農林大学校等からも

ご参加いただき、２日間で合計２４課題の発表

が行われました。

発表者別・部門別の発表課題数

国有林 16 森林技術部門 15

地方公共団体等 4 森林保全部門 5

農林大学校 2 森林ふれあい部門 4

合計 24課題

ⅲ



優秀賞受賞課題

ドローンによる林地除草剤散布試験の取組

茨城森林管理署 平尾さん、佐々木さん

民国連携推進地区（秩父市）における
活動実績報告

埼玉森林管理事務所 濱砂さん
秩父市 阿部さん

ポスター発表

今年度から新しく始めた取組です。

国有林の発表 １８課題

地方公共団体等の発表 ２課題

大学の発表 ２課題

合計２２課題の発表がありました。

ポスターの発表内容は、UAVの利用、生態系

保全、ニホンジカ対策、早生樹の取組、治

山工事等と多岐にわたり、参加者との間で

活発な意見交換が行われました。
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国と市町村の新たな関わり方
～掛川市における

森林経営管理制度の検討を通じて～

天竜森林管理署 石倉さん

成熟した人工林の伐採による
イヌワシの狩り場の創出実験

赤谷森林ふれあいセンター 松井さん
日本自然保護協会 出島さん

東日本大震災における海岸防災林の復旧状況
～クロマツ植栽木の生育状況～

磐城森林管理署 長野さん、武藤さん

民国連携「その先」を目指して。
―シカ情報発信の取組から―

茨城森林管理署 菊池さん

シカ防護柵の破損リスク低減
に向けた取組と課題について

国研）森林整備センター 関東整備局
田中さん、長柄さん

ニホンジカ防除柵
（斜張柵・縦張柵・金網柵）の比較検討

群馬森林管理署 小澤さん
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最優秀賞受賞課題

新たな獣害防除資材「単木柵」の開発
群馬県林業試験場 坂和さん

林業振興賞・奨励賞 受賞課題

立木の非破壊強度測定による強度分布の把握
群馬県立農林大学校 照島さん

ドローンは立木調査を省力化できるのか？
～樹種判別と材積推定～

静岡県立農林大学校 長嶋さん

希少猛禽類の生態系に配慮した
林道工事について

福島県会津農林事務所 半沢さん
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受賞者との記念撮影

講評

特別講演

谷本𠀋夫 審査員長による講評

ⅶ

住友林業株式会社 山林部 佐々木嵩史氏による特別講演



 

 ※発表者の所属は令和２年２月時点のものです。  
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単木保護資材の苗木の生育に与える影響について 

 

                      群馬森林管理署  高橋和康  

                                小澤一輝  

１ 課題を取り上げた背景 

我が国の林業は、植栽から伐採までの投資に見合った収入を得ることが困難な状況にありま

す。特に獣害対策を必要とする地域では、その対策を加えるとさらに造林コストが上がってしま

います。これに対処するため、当署では、単木

保護資材の使用によって獣害防除と併せて保

育コストの低減を図ることを目的とした調査

を平成 28 年から群馬県下仁田町の国有林（標

高 850ｍ～1,000ｍ、西向き斜面、中傾斜）で、

複数の作業条件を組み合わせた 7 つの試験区

を設定して生存状況、生長量について調査を

始めました。（写真－１） 

しかし、植栽翌年に現地を踏査したと

ころ、シェルター型の単木保護資材を導

入した 3 つの試験区で、獣害以外の何ら

かの要因によりスギ苗木の大量枯死が発

生しました。（表－１）  

試験区⑤で 68%、試験区⑥で 28%、試

験区⑦で 37%の植栽木が枯れてしまい、

当初の目的を達成することが困難とな

りました。  

シェルター型単木保護資材の枯死の

原因が何であるのか、また他の単木保

護資材でも同様の現象が起きるのかを

検証する必要があると考え、試験区⑤

を改植して、数種類の単木保護資材を導入し生育状況の調査を行うことにしました。 

また、試験区⑥及び⑦については枯死

が 30%前後であったので、改植等の措置

は見合わせ、経年変化を調査することに

しました。  

 

２ 具体的な取組 

（１）試験区⑤の改植 

試験区⑤はスギ普通苗 80cm 以上の苗木

をヘクタール当り 2,000 本の密度で約

1,100 本の植栽をし直して複数の単木保護

資材による保護を行いました。 

使用した単木保護資材は（写真－２）の

（写真－１）調査地配置位置 

（表－１）調査地内訳 

（写真－２）使用した単木保護資材 

Ｓⅰ Ｓⅱ  Ｎⅰ Ｎⅱ Ｎⅲ Ｎⅳ  Ｋⅰ 
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左から、シェルター型 2 種類それぞれＳⅰ69 本・Ｓⅱ252 本、 ネット型 4 種類それぞれＮⅰ

327 本・Ｎⅱ219 本・Ｎⅲ154 本・Ｎⅳ35 本、クリップ型 1 種類 36 本でした。 

（２）調査方法 

（ア）試験区⑤の調査 

改植後 2 年目の令和元年 7 月に生死・獣害・形状の 3 項目による調査をしました。 

・生死については、生存個体数を把握するため、植栽木の 2/3 以上が緑色の場合は生存とし

て扱い、それ以外は枯死として調査をしました。 

・獣害については、シカによる食害が有るか無いかについて調査をしました。 

・形状については、単木保護資材の形状を、植栽木の先端の曲がりが 0 度以上から 45 度まで

のもの、45 度から 90 度までのもの、曲がりが 90 度以上のもの、のの字又はらせん状のもの、

転倒しているものの 5 段階に分類して調査をしました。 

（イ）試験区⑥及び⑦の調査 

平成 29 年度に大量の枯死が判別した⑥及び⑦の試験区については、苗木の生死がどのよう

に推移したかを、試験区⑤と同様に、植栽木の 2/3 以上が緑色の場合は生存として扱い、それ

以外は枯死として調査をしました。 

 

３ 取組の結果 

（１）自然枯死率（図－１） 

シェルター型による単木保護を行った苗木

は、植栽後１年で 25％が枯死しました。 

一方でネット型の枯死率は、10％前後と低め

でした。 

シェルター型の単木保護資材では、本試験地

のような環境では成林する可能性が低いこと

が明らかになりました。 

ネット型の単木保護資材はシェルター型よ

りも通気性が高いことから資材内部の温度変

化が小さく、気象害が発生しづらいと推察され

ます。 

（２）⑥及び⑦試験区の枯死率（図－２） 

シェルター型の獣害保護資材を導入した試

験区⑥及び⑦の枯死率です。 

各試験区の上段が、植栽後 1 年目の平成 29

年の枯死率と、 下段が 3 年後の令和元年の枯

死率です。試験区⑥では 52％、試験区⑦では

70％と過半数の植栽木が枯死しました。 

（参考：シェルター型は冬期間も内部気温が

40℃近くまで上昇し、乾燥害が発生している

（齋藤ら、2018 日本生態学会大会） 
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（図－２）シェルター型 Sⅰの枯死状況 
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（図－１）単木保護資材の自然枯死率 
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（２）獣害発生率（図－３） 

シェルター型は獣害の発生はありませんでし

た。 

クリップ型の単木保護資材は、獣害発生率が 80

％と高めでした。 

ネット型の中にも獣害発生率が 20％を超える

ものがありました。 

これは、シェルター型に対してクリップ型はク

リップを装着した部分のみ保護する仕様である

ため、装着部以外は採食を受けやすいことからこ

のような結果になったと推察されます。 

ネット型もネットの上からシカが採食しよう

とすることで被害を受けるリスクがあることを

示しました。（写真－３） 

クリップ型の採食を受けた植栽木ですが、クリップ部以外の枝葉を

採食されて枯れてしまうもの、またシカによるのかクリップが外れ先

端が採食を受けてしまっているものが見受けられました。 

食害の状況については、この試験区は、下刈りを省略していることか

ら草本が伸びるままとなっていますが、シカ進入経路（獣道）になって

いる作業道周辺では集中的に被害を受け植栽木の周りの草本もほとん

どの物が採食されてしまいました。 

また、シカはバラ類を採食しないのか繁茂が激しい箇所については

シカの侵入はほぼ見られませんでした。 

 

（３）形状調査（図－４） 

調査は 5 項目で行っていますが、グラフでは 45 度以上屈曲した植栽

木の割合を赤色で表示しました。 

屈曲率は、クリップ型が 3 割強と一番高くなりま

した。 

ネット型Ｎⅲもほかの保護資材に比べて 2割強と

高くなりました。 

クリップ型は、クリップの重みによる下垂や、シ

カの採食行動による折損が生じたためと思われま

す。 

また、ネット型Ｎⅲは網目が比較的大きく植栽木

の枝や葉が生長に伴って網目に絡まりやすかった

ためと推察されます。 
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４ まとめ 

シェルター型は、環境に適応すれば成長促進効果がありますが、本試験地のように標高が比較

的高く、冬期の寒暖差が大きい箇所では、内部と外部の気温差が著しく苗木の乾燥害が発生しや

すくなり、枯損の原因となりえることから導入には慎重になる必要があると思われます。 

ネット型は、獣害対策に対しては資材による差はほとんど見られませんが、植栽木の形状に与

える影響を考えると網目が大きい物は枝葉が網目にかかり曲がってしまう可能性が高いことか

ら、網目の細かい資材を選択した方が苗木の成長時に網目による阻害を心配する必要がなくなる

と思われます。 

クリップ型は、本試験地ではシカの生息頭数が多めであったため、採食を強く受けてしまい防

除効果が低くなりました。また、採食を強く受けているため、植栽木の形状に与える影響も大き

いと思われることから、シカ生息頭数の少ない箇所に向いていると思われます。 

単木保護、柵による保護、忌避剤による保護ともに、植栽地の環境、シカの生息密度、植栽す

る苗木の種類、また植栽地の面積によって適切な保護方法を選択することが必要と思われます。 

また、本発表では取り上げていませんが、被害の多い地域では保護だけでなく捕獲も行い個体

数を減らす選択も必要と思われます。 



 

5 

 

スギ立木の非破壊強度測定 

 

群馬県立農林大学校 農林業ビジネス学科 森林コース  照島和幸  

 

１ 課題を取り上げた背景 

日本の木材需要量は減少傾向で推移していて、過去最高であった 1973 年の 1 億 2,102 万 m3（丸

太換算値）に対して、現在では 6,480 万 m3まで減少しています。また、製材用材の需要量はとり

わけ木造住宅着工戸数と密接な関係にあり、木材需要量に大きく影響しています。しかし今後、

人口減少等の要因で住宅の新設着工戸数が減少し、木材需要量が増加する見込みは少ないと考え

られます。 

しかし地球温暖化対策などの森林の多面的機能を十分に発揮するためには林業・木材産業の成

長産業化を実現していく必要があります。そこで、林野庁は 2010 年に現在木材の利用率が少ない

公共建築や商業建築等の非住宅建築に木材利用を促進するため、「公共建築等における木材の利

用の促進に関する法律」を施行しました１）。これに伴い、群馬県でも 2019 年に「林業県ぐんま

県産材利用促進条例」が施行され、県の施設は原則木造とすることが義務づけられました２）。し

かし、このような非住宅建築は戸建て住宅よりも広い空間を必要とすることから、その施設に見

合った木材の強度や規格等が求められるため、強度性能が明確化された等級区分材が求められて

います３）。 

しかし、これまで木材の強度性能を把握する場合、山元で伐採した材はすべて製品寸法に加工

され、出荷手前の最終段階で非破壊強度測定を行い、等級区分をして選別されるため、ここまで

に掛かったコストは、製造されたすべての材に掛かってくるのが現状です。また、非住宅建築用

において、製材寸法は通常の市販製材品と異なることがほとんどで、強度不足で使用できない材

は他の用途に転用するにも再加工などのコストが掛かかります。そのため、それらのコストも製

材品に上乗せする必要があり、強度等級区分材の価格が上昇する要因となっています。 

一方、非住宅建築用に使用する場合、強度選別の歩留まりは、林分によって大きく異なります
４）。現状の製造工程では、建築会社へ出荷する直前の段階での選別であるため、強度等級区分材

の価格は無等級材よりも 50%以上高くしないと赤字になるリスクがあります。そのため、非住宅

建築に使用できない低強度材をなるべく早い段階で選別して、それ以降の加工コストを削減する

ことで、強度等級区分材の適正価格化を図り、設計価格を下げて、非住宅建築の木造採用率を上

げて、木材需要の増加を目指していくことが必要です。 

コスト削減を考えた場合、伐採前に立木状態で非破壊強度測定を行えば、低強度材を除いて伐

採することが可能となり、必要な量が供給できると考えました。近年、非破壊強度測定で応力波

伝播速度を用いた手法が用いられています５）。しかし、実用化には至っておらず、群馬県内の調

査事例は 1 件６）だけであるため、実用化に向けた立木強度データの蓄積が必要です。 

そこで今回、非住宅用途の構造材としての利用を考え、群馬県富岡市の大桁県有林の胸高直径

の大きな 50～~60 年生のスギを対象として、応力波伝播速度で強度測定を行い、強度等級の出現

傾向を把握して、適正な価格の強度等級区分材の開発に向けた知見を得ることとしました。 

 

２ 具体的な取組 

 （１）スギ立木の選定 
大桁県有林で林齢 50～60 年生のスギ 10 小班から、1 小班当たり 15 本選木しました。また、
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（表－１）試験地の立地条件等 

選木基準は目視で判断できる被圧木、不良木、枯損木を除いた健全木のみとしました。その後、

胸高直径と樹高を測定しました。 

 
 

小班 標高

（m） 
傾斜方向 斜度

（°） 
平均樹高

（m） 
平均胸高直径

（cm） 
林齢

（年） 
4-15-2 570 南西 10° 28.8 38.5 50 
5-12-2 600 南西 18° 28.8 35.8 50 
5-15-2 600 南 14° 29.7 43.6 50 

9-7-2 610 北東 14° 21.5 39.7 55 
9-37 620 北東 10° 20.5 39.6 56 
9-40 640 北東 18° 20.7 36.2 53 

9-41-3 650 北 26° 23.9 34.1 60 
9-17-1 590 北東 18° 25.3 34.8 54 
9-28-1 580 東 26° 22.6 38.2 57 
9-28-3 610 北東 32° 23.0 34.5 51 

 

（２）FAKOPP による応力波伝播速度測定 

 FAKOPP は本体と 2 つのセンサーからなり（図－１）、両センサーは一定の距離を持って樹

幹の上下方向に取り付けます。スタートセンサーをハンマーで叩いて発生した応力波が、も

う一方のセンサーに到達するのに要した時間を測定します。音速は両センサー間の距離を伝

播時間で除すことで得られます７）。 

測定方法は、樹幹の山側から 90°ずつ 4 方向測定しました。1 方向に対して 5 回測定し、

平均値を求めました。この時、立木の樹幹の高さ 70cm から 170cm に FAKOPP のセンサーを打

ち込み、ハンマーでスタートセンサーを打撃しました。また、それぞれのセンサーは樹幹に

対して 45°に打ち込み、打ち込み深さは 15mm で固定しました８）（図－２）。 

 応力波伝播速度による立木のヤング係数は次式によって求められ、密度は先行文献を参考

に 0.95g/cm3の値を用いました５）。 

 Es=(Vp)2×ρ 

 Es : ヤング係数 Vp : 応力波伝播速度 ρ : 密度 
 

（図－２）FAKOPP の測定方法 （図－１）FAKOPP 
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（３）ピロディンによるピン打ち込み深さの測定 

ピロディンは 6J のバネで直径 2～~5mm の平頭のピンを樹幹に打ち込み、打ち込み深さが密

度と反比例の関係にあることを利用して密度を推定するものです。今回の試験では直径 2.5mm

の平頭のピンを用いました。測定は樹幹の山側 120cm 位置から 90°ずつ 4 方向で行い、節や枝

を避けて各方向 1 回ずつ測定しました。 

 

３ 取組の結果 

 図 3 に胸高直径とヤング係数の関係を示しました。

打ち込み深さが大きくなるにともない、ヤング係数は

低下する傾向があり、胸高直径とヤング係数には弱い

負の相関が見られました。また、先行文献で 30 年生前

後のスギでは、成長の良い個体ほど音速が低下する、

つまりヤング係数が低下する傾向が認められており

９）、本研究では 50～~60 年生のスギも同様にヤング係

数が低下する傾向が現れました。したがって、FAKOPP

でも材質の強い立木を選抜していくことが可能となる

と考えられます。 

ピロディンの打ち込み深さとヤング係数の関係を図

4 に示しました。打ち込み深さとヤング係数には弱い負

の相関が見られました。このことから、打ち込み深さ

が浅いほどヤング係数が高い傾向が見られました。つ

まり、ヤング係数が高いほど材質が強く、ピンがめり

込みにくくなるため負の相関になったと考えられま

す。したがって、FAKOPP で材質の強い立木を選抜して

いくことが可能となると考えられます。 
各小班 15 本のヤング係数の最大値と最小値及び平

均値を図 5 に示しました。それぞれの小班を比較する 

と最大値と最小値の差にばらつきがあり、またその小 

班のヤング係数の平均値に差異が見られました。この 

平均値によって、小班にどの程度の強度の立木がまと 

まっているのか推定できると考えられます。 

 本研究の結果から、立木の強度分布が高い方に集中

している林分では、非住宅建築の注文があった場合に、

皆伐することで効率的に高強度材の製造が容易になる

ことが期待できます。また、林分の強度分布が平均的で

あった場合は、効率的に搬出できるように作業道を入 

れて、択伐し、高強度材は非住宅建築に、通常の強度 

の材は戸建て住宅用に、低強度材は板材等にといった 

使い分けが可能になります。低強度に分布が集中して 

いる林分は、強度を必要としない、板用や合板用などに出荷していくなど、山元で強度性能に対

（図－３）胸高直径とヤング係数 

（図－5）各小班本のヤング係

数の最大値と最小値及び平均

値

（図－４）打ち込み深さとヤング係数 
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応した生産システムの構築が可能となります。 

 将来的には、林分ごとの立木での強度情報を蓄積していくことで、森林資源情報の 1 項目とし

て立木での強度情報を加えることが出来るようになると考えます。これは、他業種では普通に行

われている需要に応じた生産が行われていない林業において、顧客の求める木材の情報と合致さ

せることで、必要な規格・性能の木材を必要な時に必要な量を供給する体制を構築できるように

なり、作業効率や生産性が飛躍的に向上し、林業の収益が大幅に改善することが期待できます。 

 

４ まとめ 

林齢や場所が近いにも関わらず、小班によって強度のばらつきに差が現れました。また、各小

班の強度の平均にも差異が認められました。これらのことから、強度が求められる場合において、

立木の段階で強度分布が把握できれば、必要な時に必要な量の伐出が可能になり、製材後のロス

率の減少し、収益の向上などが期待できます。 
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ドローンによる林地除草剤散布試験の取組 

 

茨城森林管理署  平尾翔太  

佐々木美乃里  

 

 

１ 課題を取り上げた背景 

主伐・再造林面積の拡大が見込まれる中、造林事業、特に下刈作業の担い手の逼迫が強く懸念

されるところであり、これらの作業を減らしていく、あるいは労働強度の軽いものに替えていく

ことが喫緊の課題となっています。 
近年、国有林では、造林事業の省力化・効率化を図るため、林地の状況をみながら可能な場合

には下刈を省略しその回数を減らす取組を行っていますが、その結果として下刈終了後の５、６

年生の造林地を中心にクズなどのつる類の繁茂を招いてしまう場合があります。 
その対策として、茨城森林管理署では人力によるつる切りと林地除草剤の地上散布を行ってい

ますが、下草等の繁茂による作業効率の低下や、除草剤の散布範囲が限定されることにより、さ

らにつる植物の繁茂を招いてしまうといった問題が生じており、より効率的かつ効果的な作業方

法の検討が必要となっています。このため、つる切代替作業としての除草剤散布を、人力とドロ

ーンにより実施し、ドローンによる薬剤散布の作業工程の確認及び人力とドローンによる功程や

コスト等の比較検討試験を行いました。これにより、本事業の本格的な実用化（スマート林業の

実現）に向けて、ドローンを活用した薬剤散布事業のノウハウを構築、薬剤散布のメリット、デ

メリットなど実用化に向けた課題等を分析・整理しました。将来的には下刈作業への適用も視野

に入れ、造林事業の軽労化、省力化等の選択肢を増やすことを目的としています。 
 

２ 具体的な取組 

茨城森林管理署管内の小松沢国有林 1213 い林小班内（茨城県日立市十王町高原）において、

計 1.21ha の 6 年生のスギ、ヒノキ造林地を 5 つのプロットに区分しました。プロット１（面積

0.15ha、除草剤散布量 14kg）とプロット２（面積 0.16ha、除草剤散布量 14kg）では、ドローン

を使った空中散布を実施し、プロット３（面積 0.15ha、除草剤散布量 14kg）とプロット４（面積

0.12ha、除草剤散布量 11kg）では、動力散布機（人力）による地上散布を実施しました。プロッ

ト５（面積 0.63ha、除草剤散布量 57kg）は、

他プロットに比べてつる類も多く条件的に異

なっていましたので、事業目的で薬剤の効果

のみ確認を行いました(図－１）。令和元年 7

月 30 日の早朝に空中散布、地上散布ともに実

施しました。ドローンによる林地除草剤の空

中散布は、事業ベースとしては全国で初めて

の試みということもありましたので、前日の 7

月 29 日にデモフライトを行い飛行ルート等

の確認を行いました。使用した除草剤は、林業

用の薬剤としては唯一、ドローンからの空中 （図－１）プロット位置図 
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散布許可が下りているザイトロンフレノック微粒剤で、散布量は 90kg/ha で実施しました。調査

方法については、プロット①～④それぞれの散布に要した作業時間を計測し、作業効率の比較を

行いました。また、空中散布と地上散布それぞれに費やしたコスト等についても比較検討を行い

ました。 

（１） 使用したドローン 

今回の事業に使用したドローンは DJI 社製

の AGRASMG-１という農薬散布などの農業用に

開発されたドローンです。フル充電されたバ

ッテリーで飛行できる時間は、除草剤をマッ

クスに積んだ状態 10kg で約 10 分となってお

ります。最大耐風速は、毎秒 8m ですが、除草

剤散布に支障が出ない風速は毎秒 3m までと

なります。また、このドローンはアーム部分

を折り畳むことができ、約 80cm 四方の大きさ

になりますので、SUV 車の荷台にもなんなく

積むことができます(写真－１）。 

（２）地元住民や周辺環境への配慮 

事業箇所から下流は 7～8km 程まで人家等はありませんでしたが、上流は約 1.5km のところに

集落がありましたので、地元住民の方々に事前の事業概要の説明やビラを配布し事業実施にご理

解をいただきました。また、普段一般の方が立ち入ることはほとんどないですが、事業実施前後

に現地に数カ所看板を設置し周知徹底を図りました。 

 関係自治体や地元住民等からは、事業実施に対しての要望や反対意見等は特段ありませんでし

たが、事業箇所近辺に川が流れていましたので、水質検査についても上流部、下流部においてそ

れぞれ 3 回ずつ実施しました。検査結果については、特段問題はありませんでした。 

 

３ 取組の結果 

（１）除草剤の効果 

 散布当日は湿度が高く、葉に朝露がしっかりついている好条件でしたので、比較的早い段階で

除草剤の効果が表れました。約 1 週間でつる植物等の葉が黄色から茶色に変色し、4 週間後には 

葉が枯れ落ち、植栽木がくっきりと目立つようになりました。人力地上散布、ドローン空中散布 

ともに同程度の高い効果が得られましたが、空中散布

のほうが、撒きむらが少なく対象箇所全体的にまんべ

んなく効果が確認されました。ススキなどのイネ科の

植物は、若干変色は見られたものの枯れるまでは至り

ませんでしたが、これは、ザイトロンフレノック微粒剤

の特性上、散布当年度は成長の抑制、翌年度に効果が発

揮されますので、今後も継続して経過観察していきた

いと思います。 

（２）作業効率の比較 

作業効率の比較結果については、本事業を実施するにあたってあらかじめ、プロットごとに作

（写真－２）散布状況 

（写真－１）使用したドローン 
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業開始から終了までの間の時間観測を行い

ました。各プロットの人員体制については、

すべて 3 名体制で実施しており、ドローン空

中散布の人員配置は、オペレーター1 名、ナ

ビゲーター1 名、除草剤補充等のオペレータ

ー補助役 1 名となっております。散布に要し

た時間は、ドローン空中散布のプロット１で

は、バッテリー交換と除草剤の補充で約 4

分、飛行時間で約 8 分（2 回飛行合計分）と

なり合計 12 分でした。ドローン空中散布の

プロット２は、オペレーターとナビゲーター

との間で一時通信障害があり、飛行時間が伸びてしまい合計で 15 分でした。結果的にはドロー

ン空中散布の 12、15 分に対し、人力地上散布では 31、40 分と倍以上の差があり、1 人 1 時間当

たりの作業量を試算すると、プロット１（ドローン散布）の 0.25ha/人･Ｈに対し、プロット３（人

力散布）は、0.10ha/人･Ｈとなり、ドローン空中散布のほうが約 2.5 倍効率が良いという結果に

なりました（表－１）。因みに人力地上散布については、林内に立ち入るための散布道の刈払い

を事前に実施しましたが、それに要した時間は含めていません。散布道刈払いに約 10 人工ほど

かかっていることを考慮すると、ドローン空中散布と人力地上散布では効率面でかなりの差にな

ってくると考えられます。 

（３）コストの比較 

 本事業にかかった全体の経費については、税抜き価格で約 700,000 円（請負業者への聞取り価

格）となっており、内訳をみると、人力地上散布（0.90ha）にかかった経費は材料費込みで 232,680

円、ドローン空中散布（0.31ha）にかかった経費は材料費込みで 467,320 円となり、ヘクタール

あたりに換算すると、259,000 円（地上散布）、1,507,000 円（空中散布）とドローン空中散布が

地上散布の約 5.8 倍の経費がかかるという試算となりました。但し、ドローン空中散布にかかる

経費については、工程も確立されたものがなく変動幅が大きい流動的なものとなっています。特

に今回の事業はプロットによる小面積での事業でしたので、通常よりもかなり割高になってしま

ったと推測されます。また、ドローン機体自体が高価格であり、機体の損料や使用料等が大きな

ウェイトを占めたと考えられます。 

 

４ まとめ 

 （１）ドローンによる空中散布のメリット 

 作業効率面では、ドローン散布が人力の 2.5 倍の効率の効率を上げられるという結果から、ド

ローンを使うメリットがはっきりと確認されましたが、コスト面については、今後の林業用の安

価で高性能なドローンの開発等も含めて課題が見えてきました。以下にドローンによる空中散布

のメリットとして考えられるものを記載しました。 

① 人力作業に比べて作業効率が格段に上がる。②事前に散布道を刈る必要がない。③むらが

なく均一に散布でき、人力ではとどかない部分も散布できる。④徒歩によるアクセスが難

しいところでも実施可能である。⑤林内の傾斜地において刈払機等の機械を使用しないた

め安全面に優れている。（場所によっては炎天下での作業も避けることができる。）⑥状

況によっては、オペレーター1 人、ナビゲーター1 人の 2 人体制でも実施可能である。⑦無

（表－１）プロットごとの作業時間 
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人ヘリに比べると小型なので、持ち運びが容易である。（ＳＵＶ車等にも積める。）  
ドローンを使うメリットは、作業効率面のみならず、急峻地でも安全に作業できるといった安

全性の面など様々あることが確認されました。安全面は、お金には代えることができない重要な

もので、このドローン空中散布の技術が確立していけば労働強度の軽減に大きく貢献でき、今後

の造林事業にとっては、必要不可欠なものとなってくると考えられます。 
（２）ドローンによる空中散布のデメリット 

ドローンによる空中散布のデメリットについては、やはり一番のネックとなるのが、コスト面

の問題です。今回は小面積のプロットによる実施でしたので、経費が予想以上にかかってしまっ

たと考えられますが、まだまだコスト面の課題は多くあると思います。以下にデメリットとして

考えられるものを記載しました。 

①人力作業に比べて高コストである。（今後の普及次第では経費の低減が見込まれる。また、

まとまった面積を実施することでコスト低減が見込まれる。）②実施可能な場所や条件が限られ

る。（離着陸の場所確保、高低差、目視範囲、天候、風速など）③水源地から遠いなど、地元へ

の影響が少なく薬剤散布に対する理解が得られる箇所を選定する必要がある。また必要に応じ水

質検査を実施しなければならない。③オペレーターの操作技術が求められる。 

現段階では、実用化に対する課題が多く、当面は急傾斜地や現地までの徒歩距離が長い場所等

で限定的に使用していくことが望ましいと思われます。 

（３）今後の課題 

  林地内でのドローンの空中散布事業は初めての試みであり、まだまだ十分な試験データがない

状況ですので、今後は更なるデータの収集に努めていかなければいけません。造林事業の中でも

最も過酷な下刈作業へも適用できれば、労働強度の軽減にも大きく貢献できるのではないかと考

えます。来年度は下刈予定箇所において、コスト面をクリアしていくためにも、もう少し大きな

面積でドローン散布試験を実施したいと考えています。 

ドローンの改良・開発については、近年、急速に取組が進められてきておりますが、あくまで

も農業用が中心です。林地傾斜に柔軟に対応した林業用のドローンの開発にも期待したいところ

です。 

今回の試験につきましては、除草剤散布から約 2 ヶ

月後に、現地検討会を開催しました（写真－３）。 

ドローン活用の今後の可能性を探りながら、活発な議

論を交えたとても有意義な検討会となりました。今後

もこのような検討会を積極的に行い、研究者や林業事

業体からの様々な意見を基に更なる試験研究に取り

組んでいきたいと思います。また、今回の散布試験や

現地検討会については、読売新聞をはじめ多くのメデ

ィアにとりあげられました。このような情報発信につ

きましても今後も積極的に実施してきたいと思いま

す。 
 
 
 
 
 

（写真－３）現地検討会の様子 
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治山事業地におけるシカ被害対策の実証試験 

日光森林管理署 宮岡和麻  

丸山寿隆  

１．課題を取り上げた背景 

治山事業における荒廃斜面の復旧工法に山腹緑化工という工種があります。これは、荒廃地の植生

を回復させることで斜面を安定させ、最終的には周辺と同等の植生に復旧させることを目的として実

施するものです。様々な手法がありますが、今回は日光森林管理署管内において多く利用している植

生マット伏工を実証試験の対象としました。植生マット伏工とは、断面図(図-1)のような 3 層構造の

マットで斜面を覆う方法で、種子にはイネ科植物、メドハギ、ヤマハギ、ヨモギ等(以下「通常配合」

という)が主に使用されています。人力で容易に設置が可能、様々な材質や構造のものがあることから

幅広い現場環境へ対応が可能といった利点があり、施工後数ヶ月で荒廃斜面の緑化が可能です。 

しかし、施工した箇所は近年増え続けているシカの格好のえさ場となってしまい、食害や踏み荒ら

しの被害を受けることが多くなっています（写真-1）。被害が大きくなると植物の生育不順や再崩壊等

が発生することから対策が必要となっています。そこで、植生マットにおける効果的なシカ対策の方

法を検討することを目的として、実証試験を行ったのでその詳細やこれまでの経過等を報告します。 

 

２．実証試験の概要 

（１）試験地の概要 

 試験地は栃木県北西部にある男体山の南西斜面に位置している国有林内の崩壊斜面で、標高は

1530m、土質は男体山の噴火に伴う軽石層、勾配は約 30 度となっています。周辺のシカ生息密度が

高く、シカによる被害が顕著に表れている地域です。 

（２）実証試験の方法 

  民間企業 6社の協力を得て 1社につき約 30 平方メートルの試験区(A 区画～F 区画)を設定しまし

た。（写真-2）そこに、各社のシカ被害対策を施したマット(以下｢対策有り｣という)と比較のために

対策を施していないマット(以下｢対策無し｣という)を令和元年 7 月に併設しました。調査にあたっ

て、①食害調査（食害の有無、草丈、緑化率）②踏み荒らしによる被害調査（マットのよれや破れ）

③施工コストの 3つの項目を設定し、8月～11月まで毎月調査を行いました。 

                  

(図-1)標準的な植生マットの断面図 (写真-1)シカにより食害や踏み荒らしの

被害を受けた植生マット 

袋 

（種子・肥料等を内蔵) 

ネット                  

(材質：ポリエチレンやワラ等) 

シート 

（種子・肥料等を装着） 
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10 月撮影 

9月撮影 

(写真-2)試験地の全景 

（３）実証試験の概要 

   今回、6 種類の実証試験を行っていることになりますが、その特徴から下記のとおり 3 つの方法

に整理することが出来ます。 

  ①金網等を併設する方法(A区画、E区画、F区画) 

   緑化で多く使用されているイネ科植物は根本付近に成長点を持つことから、金網等でこの成長点

を保護することで、食害にあっても枯死せず再び成長することを狙った方法です。 

  ②不嗜好性植物種子を配合する方法(B区画、D区画) 

 シカはほとんどの植物を食べますが、苦みがあるもの、香りが強いものなど好まない植物もある

といわれています。これらの植物種子を配合することで食害を防ぐことを狙った方法です。 

③植物の自然侵入を待つ方法(C区画) 

 周辺に残っている植物はシカ被害に耐性を持っているという考えのもと、種子が入っていないマ

ットを使用し、周辺からの種子による植物の侵入を待つ方法です。 

３．各区画の実証試験の内容と方法毎の経過 

 （１）各区画の実証試験の内容 

各区画のシカ対策の内容は下記のとおりです。 

（表-1）各区画の実証試験の内容 

金網等を併設する方法 

A区画 E区画 F区画 

   

使用金網等：アーチ型ネット 

・長さ 1m、最大高 0.2m 

・網目 63mm×80mm 

・ポリエチレン製で伸縮性があ 

りシカに踏まれても元に戻る 

使用金網等：厚層金網 

・高さ約 3㎝ 

・網目 40mm×40mm 

・成長点を守れる最小限の高さ

として設定 

使用金網等：特殊金網ネット 

・高さ約 30cmの台座を一定間

隔に配置しその上に金網ネッ

トを被せた構造 

・網目 76mm×127mm 

Ａ区画 Ｂ区画 

Ｃ区画 Ｄ区画 

Ｅ区画 Ｆ区画 
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(図-2)金網等を併設する方法 3区画の草丈

及び緑化率の月毎の平均とその推移 

不嗜好性植物種子を配合する方法 植物の自然侵入を待つ方法 

B区画 D区画 C区画 

   

下記の不嗜好性植物のみで構成 

・チカラシバ 

・タケニグサ 

・クララ 

・アオシソ 

・クリーピングレッドフェスク

ジャスパーⅡ 

不嗜好性植物と通常配合を約

60：40の配合割合で構成 

・不嗜好性植物としてチカラシ

バを使用 

 

マット特徴 

・種子、肥料等が入っていない 

・飛来種子を絡め取りやすい 

・マットのみで 3年～5年は表

面浸食を防ぐことが可能 

（２）方法毎の経過等 

 3つの方法毎に 8月～11月までの経過等をまとめました。 

①金網等を併設する方法 

「対策有り」も食害をうけていますが、右のグラ 

フのとおり草丈、緑化率は、「対策無し」より高い 

値となっており繁茂していることが分かります。踏 

み荒らし被害は、全ての区画で、「対策有り」「対策 

無し」共に確認されませんでした。施工コストにつ 

いては、「対策有り」の 3区画は「対策無し」より、 

1.3 倍～2倍高くなりました。また金網によりマット 

と地盤が密着されている E区画では、植物の発芽速 

度にも差が現れました。 

 

②不嗜好性植物種子を配合方法 

  右のグラフのとおり、「対策有り」「対策無し」共 

に同程度食害をうけており、明確な差異はあらわれ  

ていません。しかし、発芽した不嗜好性植物の種類 

毎に食害をみてみると、クリーピングレッドフェス 

クジャスパーⅡは全体が食べられ、アオシソは葉先 

のみ食害にあっている等食害の程度に差が確認され 

ました。踏み荒らしは全ての区画で、「対策有り」「対 

策無し」共に確認されませんでした。施工コストに 

ついては、「対策有り」2区画は「対策無し」より、 

1.1 倍前後高くなりました。 
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緑化率(％) 

橙：対策有り 

青：対策無し 

草丈(cm) 

(図-3)不嗜好性植物種子を配合する方法 2区

画の草丈及び緑化率の月毎の平均とその推移 
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③植物の自然侵入を待つ方法 

 ここでは対策無しの箇所は設けず、「金網有り」 

と「金網無し」を設定しています。右のグラフのと 

おり、金網有り無しにかかわらず埋蔵種子からと 

思われる植物が僅かに確認できるのみで、植物ほ 

とんど生えていません。踏み荒らしについては、 

「金網無し」の箇所で全区画の中で唯一踏み荒ら 

しによる目立つよれが確認されました。施工コス 

トは、種子、肥料等有りと比べ 3割近く低くなりま 

した。 

 

４．まとめ 

①金網等を併設する方法 

  金網より下への食害を確実に防いでおり、食害に対し効果があることが確認されました。唯一マッ

トに目立つよれがみられた C 区画で、金網有りの方では目立つよれが確認されなかったこと、及び、

マットと地盤が密着されている金網で植物の発芽速度が早くなったことから、金網は植物の生育と踏

み荒らし被害に一定の効果があることが示唆されました。良好な経過となっていますが、課題や懸念

もみられます。課題として施工コストの高さが挙げられます。懸念として、積雪が金網等に被害を与

える可能性や、木本類が成長してきた際に金網等が悪影響を与える可能性などが考えられたことから、

今後注視していく予定です。 

②不嗜好性植物種子を配合する方法 

 現時点では通常配合の「対策無し」と比べて、明確な差異は現れていないことから、シカ被害に対

する効果は不明確です。しかし、発芽した不嗜好性植物の種類毎に食害の程度が異なっていることか

ら、今後変化が現れる可能性が示唆されました。 

③植物の自然侵入を待つ方法 

 現時点では、食害等の判断が可能なほど繁茂していないため、シカ被害に対する効果は不明確です。

緑化が遅いことは想定済みではありますが、埋蔵種子による発芽しか確認できず侵入種がみられなか

ったことは今後の 1つの懸念にあげられます。これには施工時期や周辺環境が影響していると思われ、

侵入種の発芽を求めるには母体となる植物が周辺にあるか調べ、その種子が飛来する時期にあわせて

施工する等の調整が必要になることが考えられました。 

 

本試験施工は施工後半年しかたっておらず今後傾向が変わる可能性が大いにあることから、継続的

に調査を行って行きます。 

 

 

謝辞 実証試験を行うにあたり、ご協力頂いた民間企業 6 社の方々、工事施工業者に心より感謝い

たします。 

(図-4)植物の自然侵入を待つ方法 1区画の

草丈及び緑化率の推移 
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ドローンの撮影成果を活用した森林調査の可能性について 

 

群馬県西部森林環境事務所  星野 勝  

群馬県林業振興課  荒井和紘  

 

１ 課題を取り上げた背景 

ドローンは無人で飛行できる航空機の通称です。機体内に GPS を搭載しているため自律飛行が

可能で、搭載しているカメラによって上空からの静止画、動画を撮影することができます。現

在、県では森林保全課が 4 台のドローンを導入し、災害時の現況調査等に活用しています。ドロ

ーンは従来のセスナ等による空中写真撮影と比べ低空で飛行できるため、撮影写真はとても鮮明

であり、樹冠の状況等の把握ができます。これらの写真を森林調査に活用できれば、今後の森林

調査の省力化や精度向上に大きく期待できると考えられます。このため、今回「ドローンの撮影

成果を活用した森林調査の可能性」について検証を行いました。 

 

２ 具体的な取組 

（１） 検証Ⅰ「ドローンで撮影した 1 枚 1 枚の写真か

ら標準地調査が可能か」 

通常、地上調査で現地に設定する 20m×20m の標 

準地調査に代わり、ドローンの撮影写真に 20m× 

20m 相当の標準地を設定し、立木の本数を数える 

ことが可能か検証を行いました。 

１） 撮影高度（対地高度）により写真上に設定

する標準地の大きさが変わる 
ドローンで撮影できる範囲は、撮影地点の地上

からの高さにより変わります。このため、写真上

に設定する標準地の大きさも相対的に変わりま

す。(図１） 

２） 写真の像の倒れ込みを考慮          

ドローンで撮影した写真では、立木は中心から

外側に向けて倒れ込むように写ります。（中心投

影）  

つまり、設定した 20m の標準地内に立っている

立木の樹頂点は標準地から外れて写ります。この

ため、この倒れ込みの長さを考慮し、標準地の大き

さを補正します。 (図２） 
 

（２）検証Ⅱ「ドローンの撮影成果をオルソ化し、森林調査が可能か」 

 ドローンによる鮮明な写真をオルソ化し、森林調査に活用が可能か検証を行いました。  

オルソ化とはカメラレンズの歪みを補正し、正射投影させることで、すべて真上から見た画像

として表現するものです。 

図２ 標準値設定のポイントⅡ 

図１ 標準値設定のポイントⅠ 
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 今回、オルソ化には市販されている Metashape

（Agisoft 社）という SfM ソフトを群馬県森林組合

連合会の協力を得て使用しました。SfM ソフトは、

ドローンから撮影した複数の写真から３次元モデ

ルやオルソ画像を作成することができるソフトの

ことです。 

 作成に使用した撮影画像は 369 枚、SfM ソフト

の処理時間は約 8 時間でした。SfM ソフトが自動

で 3 次元モデルの生成やオルソ化を行うので難し

い設定を行うことなく処理することができまし

た。（図３） 

 

３ 取組の結果 

（１）検証１ 
平成２９年度に治山事業であ

る奥地保安林保全緊急対策事業

にて本数調整伐（スギ、1.64ha、

間伐後の残存本数 1,435 本）を実

施した林分をドローンで撮影（撮

影高度 130m、撮影枚数 102 枚）

し、その中から 10 枚を抽出し標

準地の設定を行いました。 

 当事務所普及員４名が目視に

より、標準地内の樹頂点の数を判

読し、その平均値を判読結果とし

て採用しました。判読結果は 35

本／400m2（875/ha）で 1.64ha あ

たり 1,435 本、誤差率 0%でした。

（表１） 
 

（２） 検証２ 
ドローンの撮影写真のオルソ化処理には一定の時間が必要でしたが、外部の業者に依頼すること

なく、自ら精度の高いオルソ画像が作成することができました。作成したオルソ画像は鮮明であり、

樹冠形状や樹頂点だけでなく植栽木等の小さな対象物も判読することができ、補助事業の確認時の

補足資料として活用することができました。 

 

４ まとめ 

ドローンやドローンの撮影成果は、森林調査において非常に有効なものです。特に現況調査や本

数調査については高い精度が期待できます。 
今後、集約化を計画する団地や林分での本数調査や現況調査、補助事業の検査の精度向上など、

様々な森林調査に応用が可能ですので積極的に活用するべきだと考えます。 

図３ Metashape で作成したオルソ画像 

表１ 判読結果整理票 
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民国連携推進地区（秩父市）における活動実績報告 
 

                     埼玉森林管理事務所  濱砂俊介  

秩父市環境部森づくり課  阿部圭佑  

 

１ 課題を取り上げた背景 

民国連携推進地区とは、関東森林管理局における民国連携の取組の一つであり、国有林の職員

と都県の森林総合管理士等とが連携して管内の市町村へ技術的援助等を重点的に実施するため

に設定する、市町村森林整備計画の作成等民有林行政への支援を行うための取組です（図－１）。 
埼玉森林管理事務所では、管内

の市町村のうち秩父市を民国連携

推進地区に設定して、市町村森林整

備計画の作成に向けた支援を実施

することになりました。 
本稿では当所と秩父市とが民国

連携推進地区としての取組を実施

するまでの経緯と、現在までに実施

している取組内容について整理す

ることで、埼玉森林管理事務所にお

ける民国連携の活動実績を紹介し

ます。 
 
２ 民国連携推進地区の設定に至る経緯 

秩父市は市内全域で約 5 万 ha の森林面積を有しており、そのうち約 3,000ha を市有林として

所有する一大森林所有者でもあります。また市町村森林整備計画を策定する平成 29 年度当時は

県内の市町村の中でも唯一、林業専門課を有するなど林業に特に注力する自治体となっていま

す。 

また秩父地域は、秩父夜祭をはじめとして年間 400 もの祭りが開催されるといわれるほど祭り

の文化が継承された地域であり、それに伴い文化財として多くの寺社仏閣等も有しています。近

年ではこれらを後世に守り伝えていくための定期的な修繕に必要な 200年生以上の大径木が将来

的に不足すると危惧されています。そして、大滝地区の栃本市有林と呼ばれる場所に 100 年生を

はじめとするスギ・ヒノキの森林が 60ha 纏まって存在していることから、この森林を寺社仏閣

等の修復用資材の生産場所として設定し、秩父や日本の木の文化を支える 200 年生の森として育

成することを目標として「栃本市有林 200 年生の森づくり」構想を試案しました。 

しかしながら平成 29 年当時、埼玉県からの派遣職員を除いた秩父市職員には林業を専門とす

る職員がいなかったため、人材や専門性が不足していました。そのため本構想の実現にあたって

経験や情報が不足しており、具体的な計画にすることが困難な状況にありました。 

  そこで、埼玉森林管理事務所から秩父市に対して民国連携推進地区の設定について話を持ち掛

けたことから、民国連携推進地区の設定と取組が開始されることになりました。 
 

（図－１）関東森林管理局における民国連携体制のイメージ 
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３ 具体的な取組 

前段の背景から、民国連携の取組の最終目標として、「栃本市有林 200 年生の森づくり」構想

を市町村森林整備計画に盛り込むこととしました。目標に向けた取組として、民国連携の取組に

係る会議を開催しております。また秩父市職員に林業専門職の職員がいなかったことから、現地

検討会や施業地の視察など、職員の技術向上に関する取組も実施しています。 

 
（１）民国連携推進地区の取組に係る会議 
民国連携としての活動を実施するにあたり、連携相手方となる埼玉県の秩父農林振興センター

と支援先となる秩父市と、取組内容の打ち合わせのために民国連携の会議を開催しました。 

第 1 回の会議において、改めて民国連携推

進地区の取組について依頼を行うとともに、

「栃本市有林 200 年生の森づくり」構想を市

町村森林整備計画に盛り込むことを目標に設

定しました（写真－１）。第 2 回で取組に関係

する情報提供として、全国産地の大径木や近

畿中国森林管理局で取り組んでいる「世界文

化遺産貢献の森」や「檜皮採取設定林」につい

て情報提供を行っています。第 3 回の会議に

おいて「栃本市有林 200 年生の森づくり」の素

案が完成しました。 
 
（２）「200 年生の森づくり」に係る選木作業の勉強会 

秩父市が独自に視察・検討した内容から、栃

本市有林においては将来木施業を行うことに

なりました。将来木施業とは、将来残す形質の

良好な木をあらかじめ選木しておき、その木

の成長を妨げる周辺の立木を伐採することで

集中的に生育を促す施業体系です。 

この施業において最も重要なことは、残す

べき優良木の選木です。真に 200 年生に残す

べき優良木がどれぐらいあるか、選木する木

の形質は適切かという視点を学ぶための勉強

会を開催しました（写真－２）。連携相手先の

埼玉県秩父農林振興センター、支援先の 

秩父市、埼玉森林管理事務所などから合わせて 25 名が参加しています。 

 

（３）複層林施業地視察及び一貫作業システム現地検討会 

「200 年生の森づくり」を実施していくにあたり、秩父市から「複層林施業を実施している個

所があれば、是非見学し林野行政に生かしたい。」と話があったことから、森林技術・支援セン

ターのご協力の下、筑波山の国有林にある複層林試験地の視察を行いました（写真－３）。 

（写真－１）第 1 回会議の様子 

（写真－２）選木技術勉強会の様子 



 

21 

 

また、秩父市の職員が必ずしも林業を専門としているわけではないことから、市町村森林整備

計画を作成する上で参考になればとのことから、また現在の林業は一貫作業システムを採用し低

コスト化林業に向けた取組を実施しているということを紹介することから、一貫作業システムの

現地検討会を開催し参加していただきました（写真－４）。 

 
 

 ４ 民国連携推進地区としての取組成果 

取組の成果として、平成 30 年 3 月樹立の秩父市森林整備計画内に『栃本市有林「200 年生の森

づくり」基本方針』が策定されました（写真－５）。 

秩父市森林整備計画及び栃本市有林「200 年生の森づくり」基本方針の全文は秩父市のホーム

ページにて公開しています。 

 
 ５ 計画策定前後の新たな取組 

  （１）選木イベントの実施 
栃本市有林を市民に開かれた森として活用するきっかけづくりとして、市民自らが 100 年後ま

で残す木を選木するイベントを開催しました。このイベントは民国連携の一環として国・県から

継続して技術的支援を行っており、現在までに計 10 回、800 本超の選木を完了しています。選木

の基準は基本方針に示すようになっており、さらに参加者の意見や国、県の職員のアドバイスを

取り入れながら選定を行っています。 

 

（写真－３）複層林施業地視察の様子 （写真－４）現地検討会の様子 

（写真－５）栃本市有林「200 年生の森づくり」基本方針 
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  （２）壊れにくい作業道の作成 
栃本市有林は作業道の整備がされておらず、木材搬出や森林管理のための作業道整備が必要と

なっていました。また地元住民の思いや要望を取り入れ、なるべく山を傷めない手法での整備手

法を採用する必要がありました。そこで折よく地元出身の若者が、大橋式作業道作設の技術を身

につけ U ターン起業したことから、大橋式作業道を採用して作設することになりました。本作設

様式は、安定した地形に沿って、最小限の伐開や幅員とし、法面の切高を抑え、丸太組み構造物

により法面を安定させることにより、災害に強く、壊れることのない丈夫な道を実現します。 
自伐型林家を目指す地域起こし隊の研修の一環として活用するなど、好影響を与えています。 

 
（３）檜皮の供給ルートの確保 
寺社仏閣等の修復用資材としては、木材だけでなく檜皮も有効に活用できることで知られてい

ます。そのため、檜皮葺の修復用資材として檜

皮を地域内外の寺社仏閣等へ供給ができるよ

う、供給ルートの確保を行いました。 

栃本市有林の全域について、文化財の保存修

理に必要な資材の産地として文化庁が設定す

る「ふるさと文化財の森」に設定し、さらに全

国社寺等屋根工事技術保存協会と檜皮採取に

関する協定を締結することで檜皮を提供する

体制を整えています。平成 30 年度と令和元年

度には採取も実施され（写真－６）、合計 3800kg

を超える檜皮が提供されています。 

 

（４）獣害対策 

秩父地域はクマによる樹皮剥ぎやシカによる食害といった被害が多く、獣害対策が必須な地

域です。栃本市有林も例外ではなく、獣害被害が深刻化している状況にありました。そこで樹皮

ガードによる対策を行うことで、獣害対策の実施を進めています。 

 

（５）森林資源量調査 

三次元レーザースキャナ（3D レーザースキャナ）を用いて立木のデジタルデータの取得を進め

ています。これにより樹高・胸高直径・曲がり・材積の計測が可能となっており、将来的には成

長量や間伐状況の反映まで行うことで、立木の在庫管理を一元化し、立木の 1 本売りまでつなげ

ていく考えとなっています。このデジタルデータは Web 上で一般公開されており、選木した木を

表示させるなどの活用方法を模索しているところです。 

 
（６）栃本市有林材の使用による PR 

平成 29 年 3 月に竣工した『秩父市役所本庁舎』及び『秩父宮記念会館』において栃本市有林か

ら搬出された材を一部使用しています。使用した場所は市議会議場の天井や柱材、市民会館のエ

ントランスや舞台の床など、いずれも目に留まりやすい場所となっており、PR につながる活用を

行っています（写真－７、８）。 

 

（写真－６）檜皮採取の様子 
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６ 今後の方向性 

  （１）市町村森林整備計画の実行監理 

今後も引き続き、栃本市有林 200 年生の森づくりが盛り込まれた市町村森林整備計画の達成に

向けた実行監理にあたり、国及び県が連携し一体となって支援を行う方針です。先立っての具体

的な方針として、今後 15 年間隔で間伐を実施する予定であることから、それまでに未完了分の選

木作業を実施する必要があるので、引き続き選木の応援を行う考えとなっています。 

また、国有林という全国組織だからこそ持ちうる全国の様々な先進事例の情報共有等について

も引き続き行っていきます。 

 

（２）民国連携の枠組みの活用 

秩父地域の 1 市 4 町が参画している秩父地域森林林業活性化協議会という組織があります。こ

の組織は秩父圏域の森林・林業の再生、活性化を目指す取り組みを推進しており、国や県も参画

して活動を行っています。この組織の活動も生かし、民国がさらに連携を強化しつつ秩父地域が

より一層元気になるような取組を推進していけるよう検討をしていきます。 

 

（３）市民に開かれた森林空間としての活用 

秩父市の新たなシンボルとして市民に親しまれる森林空間となるよう 200 年生の森をフィール

ドとした、森林教室や林内散策、また間伐の選木作業等の体験型林業を行う方針です。これらを

通じて、寺社仏閣等の文化財と森林とのかかわりを学習し、その重要性を周知し、より親しみの

ある空間となるよう取り組む考えです。 

 

７ まとめ 

 民国連携推進地区の設定とそれに伴う支援活動により、秩父市市町村森林整備計画内に『栃本

市有林「200 年生の森づくり」基本方針』という超長伐期施業の基本計画が策定されました。今

回の一連の取組は民国連携の取組を推進している関東森林管理局管内においても、地域の特色が

特に発揮された民国連携の事例になっていると考えられます。 

 

（写真－７）秩父市議会議場 （写真－８）市民会館ホール ヒノキ舞台 
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無人航空機による写真測量について 

 

                      天竜森林管理署  渡邊雅弘  

 

１ 課題を取り上げた背景 

近年、局地的な豪雨等が引き起こす自然災害が発生しており、その被害規模は甚大なものとな

っています。天竜森林管理署のある静岡県浜松市においても、平成 30 年 10 月の豪雨により浜松

市天竜区佐久間町の林道から崩壊が発生、同じく同区龍山町でも林道を含む山腹が崩壊、翌年 31

年 3 月にも落石防止網が損壊する災害が発生しました。 

このように山地災害が発生した場合、速やかに災害情報の収集と状況の把握が必要となりま

す。特に現地では位置の確認、踏査、写真撮影、さらに規模を把握するための簡易的な計測等が

必要となります。また、概要をとりまとめ情報を共有するとともに、緊急対策も検討しなければ

ならない場合があります。 

しかし、災害現場の多くは急傾斜地や荒廃地のため、足場が不安定な現場が多く、地上から行

う踏査や調査は滑落や転落等の二次災害の危険を伴う作業となります。そのため、災害発生箇所

をできるだけ広範囲に安全で速やかに調査する方法として無人航空機を活用した調査を検討す

ることにしました。 
 

２ 具体的な取組 

現在、無人航空機は様々な分野で利活用されており、

消防・防災分野では行方不明者の捜索や情報収集、農業

分野では農薬散布、林業分野では林分の状況把握等とし

て幅広く注目されています。また、山地災害の調査でも

活用されていますが、撮影するだけではなく、解析等の

技術も注目されています。 

そのため、今回は無人航空機を災害調査に活用するこ

との有効性について検討しました。使用する無人航空機

は、各署に既に配備されている Phantom4 を使用しまし

た。 

併せて、撮影した画像から解析するソフトを活用した

現地調査、簡易測量等を検討してみました。（写真－1） 

解析するソフトは様々な種類が普及していますが、全

ての画像を点群化するソフトは高額なものが多く、それ

に伴いパソコンの処理能力も必要となります。例えば、

TREND-POINT というソフトは正確な数値を出すことがで

き高精度ですが、150 万円と高額になります。（図－1） 
また、パソコンの処理能力もメモリの容量が多く必要

だったり、解像度も求められたりと、一定以上の動作環境が必要となります。そこで今回は、現

在、天竜森林管理署で使用しているパソコンで動作し、無償で簡易測量や解析を行える 2 つのソ

フトを活用し比較検証することとしました。 

（写真－1）Phantom4 

（図－1）TREND-POINT 
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 （１）Lenaraf220b（リ―ナラフ 220ｂ）（図－2） 

このソフトは、現地に基準となるテープロッド等を

設置し、撮影したものを Excel ソフト上で計測できる

ソフトになります。撮影ポイントとしては、現場で無

人航空機によりスケール基準となるテープロッド等

を含め可能な限り正面から全体を１枚撮影すること

が重要となります。後はソフト上に画像を挿入し、写

真のスケール基準となる図形を基準箇所に配置し延

長を入力します。 

基本設定のあとは Excel の図形機能を使い、線や区

域を表示することにより座標から延長や面積を簡易的に算出することが可能となります。この

ソフトを実際に比較検証した場所は、浜松市天竜区龍山町の瀬尻国有林の崩壊地です。測量結

果と撮影した画像からソフトを使用した結果、実測が 0.14ha、ソフトでは 0.16ha となりまし

た。このソフトでは座標から延長や面積を簡易に算出することが可能であり、周囲測量等で活

用することはできません。 

 

（２）Photog-CAD（フォトジーキャド）（図－3） 

次は、地形をより詳しく解析するソフトとして、面 

積や勾配、横断等を算出できるソフトについて比較検

証しました。このソフトは、カメラを用いた写真測量

と製図までをシステム化したソフトで災害調査にて

発生の危険がある二次災害を防ぐために開発された

ソフトとなります。 

特徴としては、立体を斜めから見た図であるアイ

ソメ図の作成をできることで、このアイソメ図の活

用により展開図・横断図、土量の算出等を行うことが

できるソフトになります。これから各作業のポイン

トと測量結果について説明します。 

① ソフトを活用するにあたっての現場での作業概

要です。現地での作業で最も重要となるものがデジ

タルでの写真撮影となります。写真撮影のポイント

ですが、テープロッド等のスケールの基準、垂直の基

準となるポール等の設置、正面と左右の三方向から

の写真が必要となります。また、崩壊地だけでなく周

辺の景色も写るように広く撮影することにより、ソ

フト上での解析作業が可能となります。（図－4） 

② ①の作業が完了したらソフトでの解析作業に

入ります。まず、写真画像からソフトで解析可能とな

る状態まで時間はかかりますが正面、左右の同じポ

イントをソフト上でクリックしながら指定し、同一

（図－2）Lenaraf220b 

（図－3）Photog-CAD 

（図－4）現場作業 

（図－5）解析作業 
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点として設定します。同一点の設定を繰り返すことに

より、正面と左右の写真が立体的に認識されていくこ

とになります。同一点の設定の際に併せて基準となる

スケールと垂直基準箇所も同一点として設定しておき

ます。（図－5） 
 
③ スケールと垂直をソフト上で基準として設定す

ることにより、座標値を持ったアイソメ図を作成する

ことができます。このアイソメ図は、等角投影図

とも呼ばれる立体を斜めから見た図を表示した

ものであり、画面上で簡易的な距離と面積の計測が可能となります。 
実際に作成したアイソメ図は、同一点として設定した箇所を基準として横回転、

縦回転させることができ、傾きや凹凸を確認することができます。これにより、現

地を立体的に確認することが可能となります。（図－6） 

 

３ 比較検証の結果 

（１）実際に工事を行い、実測した箇所の面積と写真撮影し解析した箇所の結果を比較しました。 

 ①ソフト解析後の面積が 113.75m2、工事後の実測面積が 115.76m2 となり、差が 2.01m2 となり

ました。（図－7） 

 ②延長の比較も行いました。放水路の幅を計測した結果は、ソフト上では 2.17m で施工後の実

測が 2.00m と差が 0.17m となりました。（図－8） 

③水路の延長を計測した結果は、ソフト上では 13.33m、実測が 14.30m で差は 0.97m となりま

した。（図－8） 

 以上の結果から、面積と延長ともに誤差は発生するものの、写真上で計測が可能なことがわか

りました。 

 （２）また、約 0.15ha の面積において、各ソフトの測量と業務委託した場合の測量の人工を概

算ですが結果としてまとめました。（表－１） 

 

 

 

（図－6）アイソメ図 

（図－7）面積の結果 （図－8）延長の結果 
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①現地調査、山腹平面測量は、2 つの写真測量とも業務委託による測量よりも、少ない人手で

実施出来たことがわかります。 

②また、縦断測量と横断測量もわずかではありますが、写真測量の方が少ない数値で実施出来

ました。 

この結果を踏まえ lenaraf220b は平面測量が容易なことから、災害速報に有効であり、

Photog-CAD は 3 つの測量ができ、地形を把握できることから災害申請に有効であると感じまし

た。 

 

４ まとめ 

    現地調査のデータを基に無償ソフトにより解析したところ、災害現場の速やかな概況調査が

できました。また測量を安全な林道上等で行ったため、危険な箇所に立ち入る必要がなく、滑

落や転落の二次災害を未然に防止することが出来ました。以上のことから、無人航空機を活用

した災害調査は、広範囲に安全で速やかに概況を把握することに有効なことがわかりました。 

 

５ 今後の取組 

  今回の検討を踏まえ、災害現場での撮影できる環境や撮影方法、規模等により、誤差が生じる

場合や撮影しても解析できない場合があることがわかりました。誤差を少しでもなくすため

に、実績を積みながらソフトの特性を把握し精度を上げる必要があります。併せて、実際の調

査に活用できるマニュアルの作成なども検討しています。また、今回使用したソフト以上に有

効な他のソフトを探し、検討してみることも必要だと思っています。 
  今後は、簡易的な周囲測量や獣害防護柵の延長測量などへも応用する等幅広く活用できればよ

いと思っています。 
 

 

Lenaraf220b
（写真測量）

Photog-CAD
（写真測量）

業務委託による測量
（コンパス測量等）

現地調査
（0.15haあたり）

約２．０人 約2．０人 約４．０人

山腹平面測量
（0.15haあたり）

約０．５人 約１．０人 約２．０人

山腹縦断測量
（65mあたり）

約１．０人 約１．５人

山腹横断測量
（2横断あたり）

約１．０人 約１．５人

合　　計 約２．５人 約５．０人 約９．０人

（表－１）各ソフトの比較検証結果 
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下刈期間及び林縁環境が木本類の侵入過程に及ぼす影響 

 

 

森林技術・支援センター 須崎智応  

 

１ はじめに 

 戦後から 1965 年にかけて木材の生産力を増強するために、拡大造林が急速に進められてきまし

た(藤森 1997)。これらの人工林は植栽されてから約 50 年が経過して、我が国の森林資源量からみ

ても中核的な存在となりつつあります。今後、これらの森林の利用が促進されていることからも(林

野庁 2014)、主伐が進むことが予想されます。林業として採算性を高めるためには、再造林をする

にあたって、いかに造林コストを下げられるかが重要な課題となってきています(全国林業改良普

及協会 2013)。 

 拡大造林において進められた単一樹種による大面積の造林は、病虫害や気象害、地力低下などの

問題が生じることが指摘されています(四手井 1999)。そのうえ、木材生産の効率性に重点を置いて

いるため、生物多様性の維持など森林の有する他機能を犠牲にしています (藤森 1997)。このよう

な中で、単一樹種による人工林を再造林していくにあたって、森林が持つ機能を損なうことのない

持続可能な森林経営・管理を目指す施業モデルが求められています(鈴木・池田 2002)。たとえば今

後は高標高地帯の針広混交林化のみならず、低標高地帯の林業地帯においても、植栽した針葉樹と

同時に造林地に侵入した有用な広葉樹を育てることで、多様な樹種によって構成された森林を造成

することも必要だと考えられます。 

 2016 年に制定された森林・林業基本計画では(林野庁 2016)、生産目的の人工林においても一定

の広がりにおいて、様々な生育段階や樹種から構成される森林がモザイク状に配置される状態を目

指し、森林における生物多様性の保全と木材の持続的利用の調和を図るとしています。このような

森林を造成するためには、下刈や除伐、間伐などの作業によって林分の組成を誘導する方法と、主

伐の実施によるゾーニングによってパッチ状に広葉樹等が生育する林分を造成する方法、などが考

えられます。主伐の実施によって生じる林縁部の環境では、針葉樹の再造林地に侵入する樹木種子

の密度は種子源となる広葉樹林からの距離にともなって急激に減少し(今ら 2013)、散布される種

子の組成も林縁からの距離にともなって変化するとされます(Gonzales and Nakashizuka 2010)。

また、再造林地に侵入する種数は基本的に少なく、鳥散布種の割合が高くなる一方で、風散布種の

割合が低くなる事例も報告されています (Igarashi et al. 2016)。さらに、最も重要な種子源と

なる林縁そのものの組成が元の広葉樹林と大きく異なることも指摘されています(Harper et al. 

2005)。これらのことから、有用な樹種の母樹を含む広葉樹林が伐採地に隣接する場合でも、再造林

地での下刈の省略が必ずしも期待する樹種の混交をもたらさない可能性もあります。 

そこで本研究では、90 年生ヒノキ人工林の皆伐後にヒノキを植林した林地において試験的に林縁

近くで下刈期間を標準の半分の 3 年間に短縮した作業を行い木本類の侵入過程を調査しました。同

時に林縁近くで標準の 6 年間の下刈が行われた場所、隣接する広葉樹林の林縁及び林内においても

同様の調査を行い比較しました。本研究はこの事例を対象に以下の問いに答えることを目的としま

した。(1)下刈の省略は有用な高木性木本の定着に寄与するか。(2)広葉樹林の林縁は伐採地と比較

し、高木性木本の更新により適しているか。そして、(3)下刈の省略が植栽木の成長にどのように負

の影響を与えるか。これらの結果をもとに、皆伐後の再造林地において混交林化を目指すうえで留

意すべき点は何かを検討しました。 
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２ 調査地及び方法 

（１）調査地 

 調査地は茨城県北西部に位置する常陸大宮市、鷲ノ子山山頂付近の鷲ノ子山国有林 45 林班は・へ

・ね小班に設置しました(図-1)。標高は 380～410 m、傾斜は約 30 度の南向き斜面となっています。

気候的に暖温帯から冷温帯の移行帯にあたり、調査地周辺はクリ-シデ類を主体とする落葉広葉樹

林が広く分布するとされています(茨城県林業試験場 1980)。地質は中生代ジュラ紀に起源をもつ

秩父系の鷲子層群に属し、主として砂岩からなり、全域にわたり粘板岩、珪岩の薄層をはさんでい

ます(Kawada 1952; 東京営林局 1964)。地位指数判定基準表作成説明書(東京営林局 1970)から推

定される地位指数は 16.8 となっています。 

明治期以前は火入れで維持されていた採草地でしたが、1910 年にスギ、ヒノキの植栽が ”ね小

班” の部分で行われ、 ”は・へ小班” の部分では 1910 年から 1911 年にかけてヤマトアオダモ、

ケヤキが植栽されました(水戸小林区署 1917)。後者は現在樹高約 15 m のコナラ、ヤマトアオダモ、

ヤマザクラが混交した林相となっています。この林分における詳細は須崎ら(2009)の調査結果を参

照してください。前者は 2000 年に皆伐され、2002 年にヒノキの再造林(植栽本数密度 3000 本/ha)

が行われました。この造林地に 2002 年から 2007 年まで毎年 8 月に通常の下刈 (刈払機を用いた地

上高 30 cm の全刈)が行われましたが、広葉樹林に接した幅 10～20 m の区画においては 2005 年以

降の下刈を省略しました。なお植栽前年の 2001 年にはヤマトアオダモの開花、結実がありました。 

 

（２）試験地設定 

  2005 年 4 月に下刈 6 年区、下刈 3 年区、林縁区、林内区の 4 調査区を設置しました。 

6 年間の下刈が行われ、かつ林縁から 15 m 離れた場所に 10 m×10 m のプロットを設け、これを

 

（図－１）位置図と試験地概念図 
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下刈 6 年区としました。同様に 3 年間の下刈が行われ、かつ林縁から 10 m 離れた場所に 10 m×10 

m のプロットを設け、これを下刈 3 年区としました。両区は互いに林縁に沿って約 10 m 離れていま

す。これらのプロット内に斜面と平行に 1 m×10 m のラインプロットを設置しました。 

 また、下刈 6 年区に隣接するコナラ・ヤマトアオダモ林の林冠下で、伐採地の縁から数 m 林内寄

りに林縁と平行に 1 m×10 m のラインプロットを設け、これを林縁区としました。以上 3 区との比

較対象として林縁区から約 100 m 内部の林冠下に 1 m×10 m のラインプロットを設け、これを林内

区としました。 

                      
（３）調査方法 

 下記の測定を 2005、2006、2008、2010、2012 年に行いました。それぞれ林齢 4、5、7、9、11 年

生に相当します。また林縁区、林内区ともに植栽はされていませんが、便宜的に下刈区と同様に林

齢を表記しました。プロット内のヒノキの樹高は各年の 12 月に測定しました。また植生の調査を各

年の下刈後の 9 月に実施しました。具体的にはラインプロットを 1 m2のコドラートに 10 分割して、

コドラートごとに植栽木以外の木本種の有無を記録しました。ラインプロット内に更新した樹種の

樹高成長の指標として用いるために、各ラインプロット内で最も高い樹高の値を使用しました。ま

た、各コドラート内で最も高い個体の樹高をそのコドラートにおける優勢種と定義しました。なお、

優勢種となった個体は実質的に高い被度を示したため、そのコドラートの最上層を形成しているも

のとみなしました。木本種については北村ら(1971・1976)の分類に基づき低木性木本(以下、低木種)

と高木性木本(以下、高木種)に分類し、学名は YList (米倉浩司・梶田忠 2003)に従って表記しま

した。処理区間・処理区内の数値を比較するための統計解析は R (R Core Team 2015)を使用しまし

た。 

 

３ 結果 

（１）植栽木の成長 

下刈 6 年区、下刈 3 年区における植栽したヒノキの樹高の数値を表-1 に、ヒノキの樹高階分布を

図-2 に示しました。 

 4 年生時における最大樹高はどちらの区も 2.7 m でした。11 年生時には下刈 6 年区では最大樹高

は 6.6 m、下刈 3 年区では 6.3 m でした。これはこの林分の地位指数と整合する成長です。平均樹

高では 4 年生時の下刈 6 年区では 1.8 m、下刈 3 年区では 1.4 m であり有意差が認められました

(Wilcoxon rank sum test, P < 0.01)。11 年生時の平均樹高でも下刈 6 年区の 5.4 m に対して下刈

3 年区は 4.3 m であり、有意差が認められました(Wilcoxon rank sum test,  P < 0.05)。 

最小樹高については、4 年生時に下刈 6 年区では 1.2 m、下刈 3 年区では 0.5 m であり、11 年生

 

 

（表－1）植栽ヒノキの成長 
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時には下刈 6 年区では 1.7 m、下刈 3 年区では 1.6 m でした。ただし下刈 6 年区では、雪害で幹折

れの発生した 1 個体を除くと、最小樹高は 4.5 m でした。また下刈 3 年区においては、自然枯死(計

2 本)により最小樹高が変動していました。どちらの区でも全期間を通じて、樹高 0.5 m を下回るヒ

ノキ個体はありませんでした。 

 

（２）各樹種の出現状況 

全ラインプロット及び全調査期間を通して、ヒノキも含め 48 種の木本類が記録され、このうち高

木種は 20 種、低木種が 28 種でした。このうち全調査期間を通じて高さ 0.5 m を超えることのなか

った種を除いた 38 種の一覧を表-2 に示しました。 

下刈 6 年区では下刈期間中の 5 年生時に 2 種の低木種が出現し、11 年生時には高木種、低木種合

わせて 11 種に増加しました。下刈 3 年区では下刈を終了して 1 年経過した 4 年生時に 21 種の木本

類が出現しましたが、11 年生の時には 16 種に減少しました。林縁区では隣接するヒノキ林が 4 年

生だった時に 9 種であった木本類が 11 年生時には 20 種に増加しました。林内区では全期間を通じ

て、木本類は 5～6 種で一定でした。 

高木種に限ると、全期間を通して下刈 6 年区では最多 6 種、下刈 3 年区では最多 5 種が出現し、

 

 

下刈6年区 下刈3年区 林縁区 林内区

略号 4年 5年 7年 9年 11年 4年 5年 7年 9年 11年 4年 5年 7年 9年 11年 4年 5年 7年 9年 11年

高木性木本

ヤマトアオダモ Fr.l 1 6 8 10 10 10 10 10 2 3 5

ネムノキ Alb.j 2 3 2 3 4 4 4 3

アカメガシワ Ma.j 2 2 3 2 1 1 1 3 3 3

カスミザクラ Cer.l 1 2 1 1 2 1 2 1

イタヤカエデ Ac.p 1 1 1 1 1 1

ヤマグワ Mo.a 1

アカシデ Car.l 4 4 4 4 5

ゴンズイ Eus.j 1 1 1

ヤマザクラ Cer.j 1 1 1

ウワミズザクラ P.g 1

コナラ Q.s 1 2 1 2 2

エゴノキ Sy.j 2 2 2

モミ Ab.f 1 1 1 1 1

カヤ T.n 1 1 1 1

イヌシデ Car.t 1 1 1 1 1

低木性木本

モミジイチゴ Ru.p 1 6 7 8 3 4 4 9 3 2 2 4

ヤブムラサキ Cal.m 1 3 3 5 5 4 4 4 3 3 4 4 3

アオキ Au.j 1 2 3 5 7 6 1 1 2 1 1 1 1 1

ヒメコウゾ B.m 6 6 4 3 2

ミヤマシキミ Sk.j 1 2 3 4 6 4 1 1 3 3 1 1 1 1

ムラサキシキブ Cal.j 1 1 1 3 3 3 3 3

ヌルデ Rh.j 5 2 2 2 2 1 1 1

ニガイチゴ Ru.m 1 2 5 4 3 1 5 4 1

イヌツゲ I.c 2 2 2 2 2 1 1 1 1

イヌザンショウ Fa.m 2 2 2 2 2

サンショ Z.p 1 2 2 2 2 2 3 2 2 3

ハナイカダ H.j 1 2 2 3 1 1 1

クマイチゴ Ru.c 1 1 5 1 1

ツリバナ Eo.o 1 1 2 1 1

コバノガマズミ Vi.e 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

タラノキ Ar.e 1 1 1

クサギ Cl.t 2 1

スズタケ Sa.b 5 6 3 4 2 3 1

キブシ St.p 1 1

ウグイスカグラ L.g 1 1 1

ナツハゼ Va.o 1

ウリノキ Ala.p 1

イヌガヤ Cep.h 1 1 1 1

出現種数 高木種 0 0 4 6 6 5 4 5 4 3 5 5 8 8 9 1 1 1 1 2

低木種 0 2 6 6 5 16 17 16 14 13 4 5 10 10 11 4 5 5 5 3

*数字は10コドラートの内、樹高0.5 m以上の樹種が出現したコドラート数を示す。

種　　名

和　　名

（表－2）各ラインプロットにおける各樹種の出現頻度 
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林縁区では 9 種、林内区では 2 種が出現しました。林内区以外のすべての区域に出現したのはヤマ

トアオダモ、アカメガシワ、カスミザクラでした。ネムノキは下刈 6 年区と下刈 3 年区、イタヤカ

エデは下刈 3 年区と林縁区に共通して出現しました。カヤは林縁区と林内区に共通して出現しまし

た。ゴンズイ、ヤマザクラ、ウワミズザクラは下刈 6 年区のみにみられ、コウゾ、ヤマグワは下刈

3 年区のみに見られました。コナラ、エゴノキ、モミ、アカシデは林縁区のみに出現し、イヌシデ

は林内区のみに出現しました。 

 

（３）広葉樹群落の横断面図 

4 年生時と 11 年生時における各コドラートの優勢種の樹高を、その樹種とともに図-2 に示し、

これを広葉樹群落の横断面図とみなしました。 

4 年生時と 11 年生時における優勢種高の平均値を比較すると、林内区ではどちらの時点でも 0.4 

m で有意差は認められませんでしたが(Wilcoxon signed rank sum test, P = 1.0)、下刈 6 年区(0.3 

m vs. 1.4 m, P < 0.05)、下刈 3 年区(1.4 m vs. 3.4 m, P < 0.05)、林縁区(0.6 m vs. 1.8 m, P 

< 0.05)では 11 年生時の値が有意に上回っていました。 

下刈 6 年区においては 4 年生時に 8 コドラートにおいて高木種が優勢種となっていましたが、11

年生時には 3 コドラートのみにおいて高木種が優勢種となっていました。4 年生時、11 年生時のど

ちらにおいても、ヒノキ樹高の平均値(表-1: 1.8 m, 5.4 m)を上回る優勢種高を示したコドラート

はみられませんでした。 

下刈 3 年区においては 4 年生時に 4 コドラートにおいて高木種が優勢種となり、11 年生時には 3

コドラートで高木種が優勢種となっていました。4 年生時にヒノキ樹高の平均値(表-1: 1.4 m)を超

えたコドラートは 4 つで、いずれも低木種(ムラサキシキブ・ヤブムラサキシキブ)でした。11 年生

時にはヒノキ樹高の平均値(表-1: 4.3 m)を上回ったのは 3 コドラートであり、そのうち 2 コドラ

 
（図－2）ヒノキの樹高階分布と広葉樹群落の横断面図 
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ートは低木種(イヌザンショウ・ヌルデ)、1 コドラートは高木種(ネムノキ)でした。 

林縁区においては、高木種は 4 年生時に 7 コドラートで優勢種となり、11 年生時では 6 コドラー

トで優勢種となっていました。樹種としてはモミ、イタヤカエデ、アカシデ、コナラでした。林内

区では 4 年生時に 9 つのコドラートを低木種が占め、11 年生時においても 8 つのコドラートが低木

種によって占められていました。高木種は 1 ～2 のコドラートでカヤとイヌシデが優勢種となって

いました。 

 

(４)4-11 年生時の最大樹高の推移 

図-3 に各区における 4 年生時の各更新樹種の最大樹高を横軸に、11 年生時の最大樹高を縦軸に

プロットしました。また、全期間を通じて 0.5 m 未満であった樹種は解析の対象から除きました。 

下刈 3 年区のラインプロ

ットにおける出現樹種の最

大樹高の平均値は 4 年生時

が 1.0 m、11 年生時には 2.1 

m であり有意差が認められ

ま し た (Wilcoxon signed 

rank test, P < 0.05)。この

区での生育パターンは見た

目で大きく 3 群に分けられ

ました。第Ⅰ群は 4 年生時に

おいても 11 年生時において

も、相対的に高い樹高を示し

た種群です。第Ⅲ群は 4 年生

時の樹高は、第Ⅰ群とそれほ

ど変わらないが 11 年生時の

樹高が 0.5 m 未満となって

いた種群です。第Ⅱ群は第Ⅰ

群と第Ⅲ群の間に位置しま

す。 

下刈 3 年区の第Ⅰ群にお

ける平均値は 4 年生時が 1.3 m、11 年生時では 4.1 m であり有意差が認められました (Wilcoxon 

signed rank test, P < 0.01)。この群には高木種 3 種、低木種 6 種が含まれていました。第Ⅱ群

における平均値は 4 年生時が 0.6 m、11 年生時では 1.4 m で(Wilcoxon signed rank test, P < 

0.05)、高木種 1 種、低木種 5 種が含まれていました。第Ⅲ群における平均値は 4 年生時が 1.0 m、

11 年生時では 0.03 m で(Wilcoxon signed rank test, P < 0.05)。高木種 2 種、低木種 5 種が含

まれていました。 

下刈 6 年区では下刈 3 年区に見られた第Ⅰ群と第Ⅲ群は見られず、第Ⅱ群のみが見られ、平均値

は 4 年生時が 0.2 m、11 年生時では 1.5 m でした(Wilcoxon signed rank test, P < 0.05)。林縁

区でも同様に第Ⅱ群のみが見られ、平均値は 4 年生時が 0.4 m、11 年生時では 1.4 m であった

(Wilcoxon signed rank test, P < 0.01)。林内区では第Ⅲ群のみが見られ、4 年生時、11 年生時と

もに平均値は 0.5 m で有意差は認められませんでした(Wilcoxon signed rank test, P = 1.0)。 

 

 
（図－3）4-11 年生時の最大樹高の推移 
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４ 考察 

(１)下刈りの省略は有用な高木性木本の定着に寄与するか 

コナラの堅果は樹冠の外側 5 m ほどの範囲まで落下するとされており(横山ら 1988)、高い萌芽

率を持つため(嶋ら 1989) 、下刈などの刈払いに対して強い耐性があると考えられます。コナラは

隣接する広葉樹林の群集組成の多くを占めていましたが、現場での観察では調査区に最も接近する

広葉樹林の林縁部上層にはコナラがみられませんでした。コナラの更新は林縁区のみに見られ、下

刈 6 年区、下刈 3 年区ともに更新が見られなかったことは(表-2)、刈払いによる影響よりも、種子

供給が十分になされなかったことが要因と考えられました。 

山川ら(2013)は伐採後の種子散布による更新において風散布型の種子の有無が段温帯と冷温帯の

大きな違いであることを指摘しています。ヤマトアオダモは風散布型の種子であり、須崎ら(2018)

は気候帯にあわせて植栽された風散布型樹種が隣接林分に存在することが、伐採跡地に風散布型の

種が高頻度で侵入する要因となったとしています。風散布型であるヤマトアオダモの更新稚樹は林

内区を除いたすべてのラインプロットに出現しました(表-2)。 

アカメガシワやネムノキは、鳥散布型で人工林内でも埋土種子化することから(勝木ら 2003;ア

ハマッドら 1991;酒井 2008)、隣接広葉樹林に種子源が少なくとも更新したものと考えられました

(表-2)。 

この様に今回の事例では、期待された隣接する広葉樹林からの重力散布型樹種の移入はみられま

せんでした。加えて本調査地は草地におけるヒノキの二代目造林地であり、前生稚樹や萌芽による

更新が期待しにくい環境と考えられます(Yamagawa 2013)。その結果、本調査地では更新の多くが風

散布型による種子の移入と、鳥散布に由来する埋土種子を起源とする樹種によって占められたと考

えられました。 

下刈 3 年区における 11 年生時の高木種の樹高は、ネムノキは 4.4 m、ヤマトアオダモは 4.2 m に

達しており(図-3)、下刈 6 年区に比べると樹高の成長は良好でした。しかし、これらの高木種はヒ

ノキの林冠下にありました(図-2)。下刈 3 年区でⅠ群に分けられていたネムノキ、ヤマトアオダモ

は、刈払いの影響を受け下刈 6 年区ではⅡ群に分けられるグループに入っていました(図-3)。また、

落葉広葉樹群落の横断面図の優占種高を見ると、下刈 6 年区及び下刈 3 年区の両区とも 4 年生時か

ら 11 年生時にかけて、高木種は低木種に相対的に劣る状態へと推移していました(図-2)。したがっ

て少なくとも今回の事例では、下刈りの省略は有用な高木種の定着に必ずしも寄与していない可能

性が高いといえます。この背景には、本調査地に更新した高木性木本は種子源が隣接していても、

移入した種子密度がおそらく低かったこと、それに加えて低木種が基本的に刈払いに強い耐性を示

すこと(Shibata et al. 2013)があると考えられます。また、本調査地は地位が高いために、侵入す

る高木種はヒノキに被圧されやすかったことも理由としてあげられるでしょう(吉川ら 2014)。 

 

(２)広葉樹林冠下の林縁は伐採地と比較し、高木性木本の更新により適しているか 

 林縁区ではモミ、アカシデ、ヤマトアオダモといった高木種の稚樹が成立し、4 区のうちもっと

も多様な高木種の稚樹が更新しました(表-2)。また、11 年生時の更新木の樹高は下刈 3 年区のよう

に高さ 4 m に達したものはなかったものの(図-2)、下刈 6 年区や下刈 3 年区と異なり、当初生育し

ていた樹種がその後消失するパターン(衰退傾向を示すⅢ群に該当)はみられませんでした (図-3)。

このように林縁区は樹高が低めではありますが、多様な樹種からなる前生稚樹群が成立したといえ

ます。 

作田ら(2009)は帯状伐採における林床植生への分析から光環境の変化が植生に与える影響は、伐

採部を中心に林縁までおよぶことを明らかにしています。このように皆伐が行われた林分に接する
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林縁は、光環境などの環境要因が伐採地に準じて影響を受ける立地であるといえます。このため林

縁区はカスミザクラなど鳥散布型の樹種や、モミ、イタヤカエデ、アカシデなど風散布型の種子に

加え、コナラ、エゴノキなど散布距離の短い重力散布型による更新がなされたと考えられます (表

-2)。自然林の天然更新に寄与するのは主に前生稚樹であることから(正木 2012)、刈払いが行われ

ない林縁区は、将来における更新可能性の点で有利な条件にあると言えます。 

しかしながら、林縁は林冠下であり光環境は新植地より劣り(谷口 2006)、さらに近い将来にはヒ

ノキによって確実に側方が閉鎖されます。また、樹高の高い更新樹種はモミやイタヤカエデなどと

いった現在の林冠に少ない樹種であり(図-2)、現時点で林冠層を構成するヤマトアオダモ、コナラ、

ヤマザクラなどの更新木の樹高は相対的に低い状態となっていました (図-3)。したがって、林縁区

は更新サイトにはなりえるかもしれないが、現時点で隣接する広葉樹林の林冠を構成する樹種によ

る更新が行われず、更新後の種組成が変化する可能性があります。 

 一方、林内区では当初 1 m を超えていたアオキの樹高が減少し、調査期間中で樹高 1 m を超える

ものはなくなりました(図-2)。イヌシデ、カヤなどの高木種も 1 m を超えず、林縁区とは異なり前

生稚樹が形成されない環境といえます。 

 

(３)下刈の省略が植栽木の成長にどのように負の影響を与えるか 

山川(2016)は植栽木の梢端が隣りあう競合植生の高さを上回れば樹高成長は低下しないとしてい

ます。本調査地でも 4 年生時、11 年生時ともにヒノキの最大樹高は下刈 6 年区、下刈 3 年区とも顕

著な差は見られませんでしたが、平均樹高は下刈を省略してから最初の 1 年間で、下刈 6 年区より

も下刈 3 年区は低い値を示していました(表-1)。これは、下刈 3 年区では最後の下刈りから 1 年後

の時点で、侵入木本類の優勢種高の平均値が、すでに植栽木の平均値と同等であり(表-1・図-2)、

植栽木と侵入広葉樹の競争関係がそのまま維持されたためと考えられます。平均樹高の押し下げは、

成長の劣るヒノキ個体の存在によって生じていることから、下刈は成長の劣る個体の成長を促す作

業と言えるでしょう。よって今回の事例での下刈の省略は、植栽木の成長を妨げたといえます。一

方の下刈 6 年区では低木類との競争が排除され、11 年生時には植栽ヒノキと広葉樹との階層の分化

が明確となっており(図-2)、6 年間の下刈は植栽木を育てるには十分な効果があったことを示して

います。 

また、平岡ら(2013)は下刈り段階で植栽木と侵入植生の競争が激化し始める段階が、3 年目にあ

るとしています。今回の事例においても、下刈期において育てる木として植栽木を選択するべきか、

侵入広葉樹を選択するべきかの判断時期は、3 年生時付近にある可能性がうかがわれます。 

 

（４）混交林化から見た下刈りの省略 

これらの結果をもとに混交林化を目指すうえで留意すべき点について、考察していきます。造林

地への広葉樹導入時期は下刈期、除伐期、成林後の 3 パターンが想定できます。今回のような下刈

期の広葉樹導入における今後の課題として、地位の高い人工林において広葉樹の導入を目指す場合、

造林初期の 1～2 年時に有用な広葉樹の樹高と本数の関係をモニタリングしながら、針葉樹を育て

るか広葉樹を育てるか順応的に選択する方法を検討することがあげられます。しかし、本事例のよ

うに種子源が隣接する伐採地においても、移入する種が限定される可能性は残されます。また 3 年

に短縮した下刈りの期間でも、高木種の侵入を図る場合には下刈り期間が長すぎたとも考えられ、

期間をさらに短縮すれば有用な高木種の定着に寄与する可能性がありますが、これについてはより

多くの事例研究を重ねて慎重に検討する必要があるでしょう。一方で、4 年生時の下刈 3 年区でも

植栽木の平均樹高が低下していることから(表-1)、針葉樹人工林内に広葉樹を意図的に混交させよ
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うとすればするほど、植栽木の成長が阻害され、主伐時期が遅くなり造林地への投資の回収が遅れ

ることが懸念されます。これはたとえ下刈りの省略によって一時的なコスト削減を図っても、将来

収入が減少することによりトータルコストの増大を招く可能性があることを意味します。もちろん、

混交した木本種の材価が植栽針葉樹よりも高ければ問題ないと言えますが、本研究では有用な広葉

樹(前橋営林局計画課 1991)の移入も進まない状態となっていました。 

仮に有用な木本種が多く侵入した場合、除伐方法を工夫する必要があります。針葉樹は円錐形の

樹冠を持ちますが、広葉樹は幅広な樹冠を持ち、形が乱れやすいため(谷本 2004)、針葉樹を育てる

場合に比べて幹間の距離をより慎重に制御する必要があります。場合によっては植栽した針葉樹が

除伐対象となることもあるでしょう。 

 鈴木ら(2005)は、ヒノキの人工林が高齢になるにつれ、広葉樹との混交が進むことを示していま

す。下刈期、除伐期には植栽木は十分な樹高に達しておらず、広葉樹の定着が容易かと考えられま

すが、その一方で上述したように植栽された針葉樹の価値が減ずる可能性も否定できません。この

様なことから、若齢な人工林に広葉樹を入れるのは更新や経営の面でリスクを伴うでしょう。この

ため当初は通常の針葉樹一斉林の施業を進めながら、多様性は林縁で確保し、高齢級以降で侵入し

た広葉樹を生かす施業を実施するという考え方が妥当かもしれません。 

 茨城県では 2018 年頃からシカの侵入が確認されていますが、シカの密度の高い地域ではシカが

増加する前の、植生の定量的なデータが存在しないことも問題となっています。このような観点か

らも、シカが増加する前の定点での植生の定量的なデータを後世に残しておく必要性があると考え

られます。また、すでにシカの生息密度が高い地域や、茨城県においてもシカの侵入と個体数増加

に歯止めがかからない場合には、天然更新による更新はより困難となっていくでしょう。 
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シカ防護柵の破損リスク低減に向けた取り組みと課題について 

 

 国立研究開発法人森林研究・整備機構 森林整備センター 関東整備局  田中浩二  

長柄  豊  

 

１ 課題を取り上げた背景 

シカ等による食害は、年々増加傾向となっており、新たに植栽を行う地域では、植栽と同時に

獣害防護柵を設置することが一般的となっています。しかし、シカ等の大型動物がネットに絡む

ことや、台風等による倒木などが発生すると防護柵が破損し、そこからシカ等が侵入して苗木が

被害を受けるケースが多数見受けられ、改植や補植、防護柵の修理など、造林費コストの増加を

招く大きな要因となっています。このような状況を踏まえ、1 区画を小面積とし、動物の通り道

を活かして区画分けを行うことで、仮に破損した場合でも被害の程度を低位にとどめる「ブロッ

クディフェンス」の方法により実施しています。ブロックディフェンスの実施については、平成

２６年度から森林総合研究所の専門家の指導を受け設置に取り組んでおり、これまで一定の成果

を得ているところです。今回は、この取り組み事例と課題について紹介いたします。 
 

２ 具体的な取組 

（１）新たな植栽を行う場合には、植栽と併せて獣害防護柵を設置します。設置した防護柵は時

間の経過とともに、天候による影響や大型動物が無理に通ろうとして生じる破損、落石などによ

るリスクが増加していき、柵の破損等を発生させ、シカの侵入による食害が発生し、適切な森林

の妨げとなります。これらのリスクを低減させるためには、防護柵の破損を出来るだけ回避し、

仮に破損した場合でも被害を 1 区画に押さえ低位にとどめることが必要です。 

 

（２）従来の獣害防護柵は、対象範囲全体を１区画として外周を囲う手法をゾーンディフェンス

と呼んでおり、これが一般的に採用されている設置方法です。大型動物が無理に通ろうとして生

じる破損被害が大きな課題となっています。これを防ぐために、対象地を複数の区画に分けて柵

を設置するのが「ブロックディフェンス」です（図－１）。 
事前の踏査等により、シカ等の動物たちが頻繁に通る

通路、いわゆる「獣道」をできる限り遮らないように

区分けするとともに、区分けした区域が大きくなって

しまう場合や「獣道」を区分け出来ない場合などは、

ある程度の小区分で通り道を設定し、防護柵を設置す

るのが大きな特徴です。 
 
（３）ブロックディフェンスは、関東整備局管内の水

源林造成事業地内において、令和元年度に約 40ha 実

施し、過去 6 年間で約 200ha の実績となっておりま

す。 
 

         

（図－１）ブロックディフェンス概念図 
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（４）写真－１にあるように、植栽する区域と区域

の間に通り道を設けて、防護柵を設置しています。

赤で示した箇所がシカ等の通り道となり防護柵を

設置した箇所となります。（写真－１）でも分かる

とおり、植栽してから 5 年程度経過していますが、

植栽した苗木は被害を受けることなく生長して

います。また、植栽地の間に設けた通り道をシカ

等が通行し、下層植生を捕食したことによ

り、植栽地よりも地肌が見えているのが分か

ります。 

   

３ 取組の結果 

（１） ブロックディフェンスの実施による効果を検証し、統計的なデータ用いて検証しました 
（表－１）。 

まず、調査件数についてですが、防護柵の設置が少

ない北海道・東北地域を除く全国で森林整備センター

が過去 5 年間に設置した箇所数となります。ブロック

ディフェンスについては、関東整備局管内で実施した

箇所数になります。 

次に平均被害率についてです。これは個々の調査地

におけるにおける植栽木の被害の割合を箇所数により

平均したものです。例えば、被害率 20％の箇所と被害

率 0％の箇所の２箇所あった場合、平均被害率は 10％

となります。調査数に差はありますが、被害率は明ら

かに差があるのが分かります。 

（２）（表－１）の基礎データを基に、統計的な効果検証を実証しました。 
左図（図－２）は、シカ生息数と平均被害率をグラ

フにしたものです。横軸は１平方キロ当たりのシカ

密度を表しており、縦軸は平均被害率を示していま

す。 
ゾーンディフェンスはシカ生息密度と平均被害率

について、回帰分析による相関関係は「0.88」であり

決定係数は「0.78」となり、生息密度と平均被害率に

関する正の相関関係がはっきりしていると評価でき

ます。つまり、シカ生息密度が高ければ高いほど、平

均被害率も高くなってきます。 
これに対してブロックディフェンスについては、シカ生息密度と平均被害率の相関関係は 

「-0.24」であることから、ゼロに近い相関になっています。つまり生息密度と被害との関係

が明らかでなく、むしろ関係性が成り立っていないとも評価できます。 

（図－２）シカ生息密度と平均被害率 

（表－１）効果検証基礎データ 

（写真－１）ブロックディフェンスの設置状
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   これは、シカを通り道に誘導していることや植栽する区域を分割していることが要因と考え

られます。さらに、生息密度が高い箇所ほど、ブロックディフェンスを導入する効果も高いも

のと考察できます。 

（３）左図（図－３）は、防護柵設置経過年数と平均

被害率をグラフにしたものです。横軸は経過年数を表

しており、縦軸は平均被害率を示しています。このグ

ラフから、ゾーンディフェンスについては、経過年数

が経つにつれて被害率が徐々に増加しており、次第に

リスクが積み重なって被害が大きくなっていく傾向

があるように考察されます。一方、ブロックディフェ

ンスは、比較的低位に推移しており、リスク低位の効

果が現れているものと推察されます。 

 

（４）よって、ブロックディフェンスを実施することによって造林地への被害の影響は

抑えられていると考えられ、特に生息密度が高いほど、ブロックディフェンスを導入すること

に効果があると思料されます。また、年数が経過しても防護柵の被害リスクが抑制されている

傾向が見られ、ブロックディフェンスを導入することに効果があると思料されます。 

 

４ まとめ 

ブロックディフェンスを実施すれば、ある程度の防除効果が期待できることが分かりました

が、今後の取り組みとして、地域と連携して個体群管理も併せて考えていく必要があります。 

現在、森林整備センター関東整備局では和歌山森林管理署で考案された「小林式誘引捕獲」

を採用し、静岡水源林整備事務所においてくくり罠による誘引捕獲を試験的に実施しており、

これらの検証を踏まえ、ブロックディフェンスと連携させながら引き続き防除対策に取り組ん

でいきたいと考えています。 

森林整備センターでは、関東整備局で取り組んできたブロックディフェンスの実証を踏ま

え、防護柵を中心としたシカ害防除マニュアルを本部で作成中ですので、皆様のご

参考になれば幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図－３）防護柵設置経過年数と平均被害率 
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ＦＳＣ森林認証の追加取得による 

浜松市林業成長産業化地域構想への支援 
 

                  天竜森林管理署 岩﨑隆裕  

計画課 原口 尉  

浜松市林業振興課 藤江俊允  

 

１ はじめに 

天竜森林管理署が所在する浜松市では市域面

積の 5 割以上が「ＦＳＣ森林認証地」であり、森

林認証を軸に林業成長産業化を図っている市で

ある。このことは令和 2 年 1 月 7 日の静岡新聞に

掲載された、浜松市長の仕事始め式の訓示におい

てもわかるように、「これまでも持続可能な森林

管理の国際基準ＦＳＣ認証を受けた天竜材の活

用に取り組んできた」とし、「今後も持続可能な

森林経営の推進にさらに取り組む必要性を強調」

されています。 

当署では、公益重視の管理経営を推進しつつ、

林業成長産業化に貢献するため、木材の生産性向上（写真１）及び、低コスト・再造林のための現

地検討会の開催、森林共同施業団地の設定を行うなど、地域振興への寄与は森林管理署の使命と考

え、浜松市と持続可能な森林経営である「ＦＳＣ認証」の取得に取り組んできたので、これまでの

成果と今後の展望について報告します。 

 

２ 浜松市における森林・林業行政 

浜松市は静岡県の西部、愛知県との県境に位置しており、平成 17 年に 12 市町が合併し現在に至

っています。その面積は伊豆半島よりも広く、市町村別面積で全国 2 位を誇り、森林面積は市域面

積の 66％にあたる約 103,000ha、この森林面積のうち約 22％の 21,260ha が当署で管理する国有林

となっています。 

この地域の林業は、日本の三大美林といわれる「天

竜人工美林」で知られているとおり、明治時代に大規

模な植林事業が行われ、国の人工林率 41％、静岡県

の人工林率 58％に対し、浜松市の人工林率は 76％と

ずば抜けて高い地域であり（図１）、この膨大な人工

林をどうするかが林業成長産業化にとって大きな課

題でもありました。そこで、浜松市では中長期的（30 年後）な視点で、森林・林業のあるべき姿、

森林経営・管理の方針を描いた「価値ある森林の共創」として、平成 19 年に森林・林業ビジョンを

策定し、「育てる林業」から「売る林業」への転換、また、世界で通用する森林認証の取得を推進

することを大きな柱に、「ブランド化による他産地との差別化」「高付加価値化による木材利用の

拡大」を図ることのできるＦＳＣ森林認証に着目し、持続的かつ適切な森林管理や天竜美林の環境

（写真１）木材の生産性向上現地検討会 

（千ha）

全域面積 森林面積 森林率 人工林率

国 37,790 25,081 66.4% 41%

静岡県 778 498 64.0% 58%

浜松市 156 103 66.0% 76%

※　国：「平成30年度版　森林・林業白書」

※　県、市：「静岡県森林・林業統計要覧（平成29年度版）」

（表１）国、県、市の人工林率比較表 
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的価値の創造を目的に、市内の 6 つの森林組合と市・県・国等が連携し、平成 22 年 3 月にＦＳＣ森

林認証を取得しています。 
３ ＦＳＣ森林認証の取得状況 

平成 21 年からスタートした森林認証面積は、図１で

示しているとおり、順調に拡大を続け、平成 30 年には

市町村別取得面積で、全国 1 位の 45,270ha となって

います。また、認証材生産量も平成 28 年には、全国ト

ップクラスの年間 80,000m3となっており、認証取得団

体いわゆる国際的な基準に認証された製材業者・加工

業者・建設業者は、浜松市内に約 80 業者が点在してお

り、川上から川下まで、全国で最もサプライチェーン

が繋がっている地域のひとつとなっています。 

 

４ 国有林における認証林取得の必要性 

浜松市認証林の課題としては、平成 25 年頃から認証面積が横ばい状態となっており、大幅な増加

が見込めない状況となっています。その原因については、木材生産事業の奥地化や急傾斜地の増加

など、採算ベースに見合う適地が減少してきたことと、近年多発している台風による倒木被害、林

道被害により安定供給が困難となっているため認証エリアの拡大が伸び悩んでいる要因です。 

これら課題の解決のため、浜松市から森林認証林面積の追加要請を受け、森林認証を活用した持

続可能な森林経営の推進と、地域全体で官民が一体となって林業成長産業化に取り組んでいる現状

と併せ、林野庁へ国有林の認証林の追加取得の必要性について提案を行いました。 

その提案内容は、①地域貢献の観点からも、国有林で森林認証を追加取得することは意義のある

こと。②多くの森林所有者の参画により、既に民有林の 5 割以上が森林認証を取得していること。

③ＣＯＣ認証を取得している事業者が 80 近くあり流通量の大半を認証材が占めていること｡④認証

材の安定供給体制の構築が急務であること。⑤市長のトップセールスをはじめ（参考３）、官民が

一体となって森林認証による天竜材のブランド化に取り組んでおり、今後も地域林業の成長産業化

を図ろうとしていること。⑥多くの関係者が参画・協働していることによる費用対効果などがあげ

られ、安定供給へのエリア拡大は急務であることがわかります。 

 
５ 追加取得国有林のゾーニングと結果 

林野庁への追加取得にあたっては、エリアごとに

森林の状況を踏まえ、既にＦＳＣ認証を取得した民

有林に周囲を囲まれているなど（図２の白地が民有

林）、周囲の民有林と一体となった効率的な森林の

管理経営が可能な森林であり、将来的に森林整備推

進協定（共同施業団地の設定）公益的機能維持増進

協定の制度の活用により、民有林と国有林が連携し

た効率的な路網整備や間伐等の森林整備の推進が

期待される森林などを柱に選定作業を進めた結果、

地域貢献の観点から、国有林の森林認証取得事例と
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（図１）浜松市 FSC 森林認証面積の推移 

（図２）追加取得地区の国有林のゾーニング 
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しては優良事例になり得るものと評価され「静岡県

浜松市天竜区春野町の灰縄山国有林外」の約

3,000ha が、令和 2 年 1 月 28 日に天竜林材業振興

協議会臨時総会の場において承認されました（写真

２）。 

この追加エリアの資源は、人工林、天然林の割合

が約半分であり、主要樹種は、スギ・ヒノキ・モミ

の針葉樹が 8 割以上を占めています。また、機能類

型別では天竜川流域ということもあり、水源涵養タ

イプが大半を占め、齢級構成は 10 齢級以上の利用

可能な森林が多く、公益重視の管理経営の観点から

希少な野生動植物にも配慮しているエリアとなっています。 

このように追加認証されたことにより、過去 6 年間、横ばいで推移していた浜松市のＦＳＣ森林

認証面積が、48,541ha となり、前年度同様に市町村別取得面積は全国 1 位となっています。 
 
（参考１） ＦＳＣ森林認証制度とは？ 

「森林が適切に管理されているか」を、第三者機関が全世界統一の基

準に沿って審査、認証するものであり、それらの森林から生産された木

材・木材製品へ認証ラベル（右マーク）を貼り付けることにより、消費者

の選択的な購買を通じて持続可能な森林経営を支援する制度となってい

ます。また、先進国などで問題になっている違法伐採や、価値の高い森林

の伐採を防ぐ機関でもあります。 
この認証の種類には、森林管理を対象とするＦＭ認証と、加工と流通・

工務店等を対象とするＣＯＣ認証があります。 

 

（参考２） ＦＳＣ森林認証材の活用事例 

浜松市では、平成 30 年に学校施設としては全国最大となる約 215m3の認証材を使用し、天竜区役

所の家具、受水槽、区長室腰壁、地域に密着している浜松磐田信用金庫建設にも認証材を使用する

など、積極的な認証材利用を推進させています（写真３）。 

（写真２）追加認証の説明の様子 

局長：左から１番目 浜松市長：左から２番目 

（写真３）活用事例（左から市立浜名中学校、浜松磐田信用金庫、天竜区役所） 
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（参考３） 浜松市長によるＦＳＣ認証材のトップセールス 

市長自らが先頭に立ち、ＩＯＣ（国際オリンピック委員会）

のトーマス・バッハ会長に対し、選手村や協議会場等の関連

施設にＦＳＣ認証材を積極的に利用することや、関連グッズ

やポスターなどに、ＦＳＣ認証材製品及び認証紙を積極的に

使用する親書を送付しました（写真４）。 
２０２０東京オリンピック･パラリンピック関連施設のビ

レッジプラザ（図３）や有明体

操競技場では 426m3 ものＦＳ

Ｃ認証材を納入するなど、認

証材需要は今後も高まること

が予想されています。 
このように、天竜流域の全

国屈指のＦＳＣ認証材供給能

力を発揮し、地産地消はもと

より、県外・国外への｢地産外

商｣を推進等による林業の成

長産業化を官民が一体となっ

て森林認証による天竜材のブ

ランド化に取り組んでいま

す。 
 
６ まとめ 

関東森林管理局では、公益重視の管理経営を一

層推進しつつ、管内各地で林業の成長産業化の実

現のため様々な取組を行っています。 

今回、それら取組の一環として、浜松市内の国

有林において森林認証を追加取得することによ

り、認証材の安定供給体制の整備等、同市が取り

組む森林認証を軸とした林業成長産業化地域構

想の実現に向け、国有林として、これまで以上に

地域に貢献できることが期待されます。 

天竜森林管理署としては、引き続き浜松市・静

岡県・地域の関係者の皆様と連携し、ＦＳＣ森林

認証を通じた天竜材の他産地との差別化、高付

加価値化等を図り、天竜材の需要拡大、ひいては

浜松市から林業の成長産業化を実現すべく努め

てまいります。 

（写真４）バッハ会長への親書 

（図３）ビレッジプラザ内観 

出典：公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員 

（写真５）天竜美林 
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ニホンジカ防除柵（斜張柵・縦張柵・金網柵）の比較検討 

 

                      群馬森林管理署 小澤一輝 

 

１ 課題を取り上げた背景 

現在、わが国では生息域の拡大等を背景と

したニホンジカ（以下、シカという。）によ

る森林被害が依然として深刻な状況にあり

ます。具体的には、植栽した苗木が枝葉を食

べられたり、引き抜かれたり、角こすりを受

けて樹皮が剥かれてしまう等の被害が挙げ

られ、これらの被害が将来的に苗木の形質不

良や枯死を引き起こしてしまい、人工林の確

実な更新を妨げる大きな障害になります。こ

れを防ぐため、苗木にネットやシェルターを被せて単木的に防除する方法や、加害動物が忌避す

る薬剤を苗木に散布する方法等が各地で導入されており、特に防除柵（以下、柵という。）作設

による防除が全国的に最も多く採用されています。しかし、柵はその素材や施工方法によって防

除効果・耐久性・必要コストが大きく異なるという特徴があり、作設費用の安さのみを追求した

造林地では、点検補修や撤去のコストまで考慮した柵の選択がなされていないために、防除効果

の低下をはじめとした問題が発生しているという報告が数多くあります。 

そのため、適切に柵の選択を行うためには、現在用いられている主な柵について、総コスト（人

工および費用）を分析し、防除効果と併せて評価する必要があります。 

 

２ 具体的な取組 

（１）調査地および材料 

関東森林管理局管内で採用されている主な柵の効果

とコストについて評価することを目的として、平成 30 年

11 月に、群馬県桐生市のカラマツ新植地（425 林班、

9.77ha、標高約 900m）に縦張型樹脂ネット柵（以下、縦

張柵という。）と近年軽量化が進んでいる軽量金網柵（以

下、金網柵という。）を隣接して作設しました。また、

翌年 7 月には、同県みどり市のスギ新植地（450 林班、

9.07ha、標高約 600m）に 425 林班に作設した柵と同じ縦

張柵および金網柵に加えて、斜張型樹脂ネット柵（以下、

斜張柵という。）を作設し、調査地を設けました。 

本取組で比較した柵は、ネットの素材によって、樹脂

ネットタイプと軽量金網タイプの二つに大きく分けら

れます。樹脂ネットタイプとしては、関東森林管理局で

最も作設費用が安いとされている斜張柵（図－２上段）

と、当署で長年採用してきた縦張柵（図－２中段）が該

当します。斜張柵はネットを縦ではなく斜めに張ること

（写真－１）造林地に作設したシカ防護柵 

（図－１）調査地平面図 
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で、シカが跳び越えづらくなるように幅を確

保した構造になっています。構造が単純なこ

とから施工性が高く、作設費用も安いという

特徴があります。縦張柵は縦に張ったネット

に、スカートネットという斜めに広げたネッ

トを取り付けた柵で、このスカートネットの

おかげでシカによる柵の飛び越えや、下から

の潜り込みを阻害する効果が期待されてい

ます。本取組においては低コスト化の観点か

ら、資材メーカーと相談の上、支柱間隔を限

界まで広げており、その結果、斜張柵は 3m、

縦張柵は 4m、金網柵は 5m スパンに設定して

施工しています。 

作設後の維持管理としては、425 林班にお

いては平成 31 年４月～令和元年 11 月、450

林班においては同年 8 月～11 月の期間、毎

月 1 回の柵点検を実施し、軽微な破損が見つ

かった時にはその都度補修しました。また、

追加の支柱やネットが必要となる大きな破

損についても数日以内に補修し、防除効果が

低減する期間を短くするように努めました。 

 
（２）調査方法 

（ア）防除効果の検証 

各柵の防除効果を評価するために、①柵

破損状況調査、②柵内シカ侵入状況調査、③

苗木被害調査を、425 林班においては令和元

年４月から 11 月の期間、450 林班において

は令和元年８月から 11 月の期間、毎月一回実施しました。 

①柵破損状況調査は、柵点検の際に確認した破損を種類分けし、その破損回数をカウントする

ことで、各柵における破損の特徴、発生頻度、および発生時期の傾向を調べました。 

②柵内シカ侵入状況調査は、点検補修作業および、①および③の調査の際、柵内に新しいシカ

の痕跡（足跡、糞、食痕）を確認した場合に、該当月のシカの侵入有と記録し、「シカの侵入有

回数÷総調査回数」から各柵におけるシカ侵入率を調べました。 

③苗木被害調査は、各柵内および 425 林班と 450 林班の柵外に植栽した苗木について、調査時

点での被害状況を 5 段階に分類調査することで、苗木の保護状況や被害発生時期の傾向を調べま

した。調査対象木については、425 林班の縦張柵内、金網柵内、柵外、450 林班の斜張柵内、縦張

柵内、金網柵内、柵外の計 7 ヶ所から無作為に 60 本ずつ抽出し、合計 420 本の苗木を追跡調査

しました。また、シカが通行する可能性が高い作業道や獣道沿いの苗木を優先して抽出しました。 

 
 

（図－２）本取組に用いた３種類の柵の仕様 

（上：縦張柵、中：斜張柵、下：金網柵） 
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（イ）コスト分析 
柵延長 100m あたりの作設費用を算出するため、各柵の作設作業に要した時間を計測しました。

関東森林管理局造林取扱要領の基準功程の算出方法に基づき、1人 1日当たりの主作業時間を 345

分として人工（人日）を算出し、平成 31 年３月から適用する公共工事設計労務単価を掛け合わせ

て労賃を算出しました。この労賃に作業地内の資材運搬に係る機械損料および燃料費を加算して

直接事業費を算出し、最後に、当署契約事業における直接事業費に対する間接事業費割合の過去

3 年平均が約 75％であることから、直接事業費に 1.75 をかけて、作設費用を算出しました。 

柵延長 100m あたりの点検補修費用の算出には、各柵の点検補修作業に要した時間を計測し、

作設費用と同様の手順で点検 1 回あたりの労賃を算出しました。（ア）①柵破損状況調査の結果

から、各柵の適切な年間点検補修回数と十分な点検補修を実施する年数を設定し、柵撤去までに

かかる点検補修の労賃を算出しました。また、（ア）①柵破損状況調査の結果から、とくに交換

頻度の高い部品がある場合には、労賃に交換部品代を加算し、直接事業費を算出しました。最後

に、作設費用と同様に間接事業費の割合を 75％とした場合の点検補修費用を算出しました。  

柵延長 100m あたりの撤去費用の算出にあたっては、本取組の中で撤去作業の時間計測ができ

なかったことと、全ての柵の作設を請け負った事業体が同一であったことから、請負事業体に「撤

去作業および林道等資材を集積できる箇所までの運搬作業に必要と考えられる予想人工」を聞き

取り、労賃を算出しました。この労賃に産業廃棄物処理場までの運搬費および処理費用を加算し、

直接事業費を算出した後、作設・点検補修と同様に 1.75 をかけて、撤去費用を算出しました。 

 

３ 取組の結果 

 破損状況調査の結果（図－３）、斜張柵に生じた補修（総設置期間４か月）は、野生動物や転

石によって破れたネットの補修（以下、ネット補修という。）が 20 回、野生動物の跳び越えや堆

積土壌によって弛んだ上張りロープ（金網柵の場合は番線）を張りなおす補修（以下、緊張ロー

（図－３）柵破損状況調査の結果 
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プ補修という。）が 13 回、野生動物の柵への攻撃や土砂流出によって抜けたアンカーの打ち込み

直し（以下、アンカー打ち込みという。）が 63 回、歪んで自立機能を失った支柱の交換（以下、

支柱補修という。）が 2 回、ネットに絡まった野生動物の除去（以下、野生動物除去という。）

が５回、倒木や転石の除去（以下、倒木転石除去という。）が 2 回ありました。縦張柵に生じた

補修（総設置期間 16 か月）は、ネット補修が 40 回、緊張ロープ補修が 38 回、アンカー打ち込み

が 181 回、支柱補修が 4 回、各パーツの結合部の補修（縦張柵の場合は結束バンドの留め直し）

（以下、結束箇所補修という。）が 315 回、野生動物除去が 7 回、倒木転石除去が７回ありまし

た。金網柵に生じた補修（総設置期間 16 か月）は、ネット補修が 1 回、緊張ロープ補修が 10 回、

アンカー打ち込みが 8 回、支柱補修が 1 回、結束箇所補修が 1 回、倒木転石除去が 6 回ありまし

た。また、各柵における総破損発生回数は、斜張柵 2.73（回/月/100m）、縦張柵 2.54（回/月/100m）、

金網柵 0.13（回/月/100m）となり、樹脂ネットの補修回数は金網柵より約 20 倍多くなりました。 

金網柵より樹脂ネット柵の破損回数が少なくなった原因は、野生動物や堆積土砂による破損が

金網柵では殆ど生じなかったためだと考えられます。現地の痕跡から、樹脂ネットで多かったア

ンカー抜けおよびネットの破れは野生動物の体当たりや噛み切りによって（写真－２）、結束箇

所の破損は堆積土壌による緊張によって生じたことが分かりました（写真－３）。 

また、破損発生の季節変化に着目すると、いずれの柵も 10 月から 11 月にかけて増加していま

した。これはシカの繁殖期と重なるため、移動範囲の拡大をはじめとしたシカの行動の活発化が

原因で柵の破損が増加したと考えられます。このことから、秋季の点検補修は１年の中でも特に

頻度を高める等、コストをかける必要があることが示唆されました。 

柵内シカ侵入状況調査の結果、シカ侵入率（１点検あたりのシカ痕跡発見頻度の割合）は、斜

張柵内が 100.0％、縦張柵内が 91.7％、金網柵が 8.3

％となりました。樹脂ネット柵内は調査地に訪れると

殆ど毎回シカの痕跡が発見され、柵内に侵入したシカ

の生体と遭遇することも頻繁にありました。このよう

に、樹脂ネットの柵内へのシカの侵入を許してしまっ

た結果、柵内のミヤコザサ（Sasa nipponica）、ニガ

イチゴ（Rubus microphyllus）、フサフジウツギ

（Buddleja davidii）等は残存する個体の多くがシカ

による食害を受けていました。一方、金網柵について

（写真－２）ネットが角に絡まり暴れる雄ジカ （写真－３）堆積土砂がネットを緊張する様子 

（写真－４）金網柵内外におけるササの状態 
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は、令和元年 10 月の台風災害で 450 林班の柵が倒木によって大きく破損した時以外、シカが柵

内へ侵入した痕跡はなく、高い防除効果を発揮していたことが分かりました。その効果は、金網

柵内のササに対して柵外のササが矮小化している様子からも明らかでした（写真－４）。 

苗木被害調査では、食痕を確認できなかった苗木を

「食害無」、食痕を確認できたが形質や生育に大きな

影響を与える程ではない苗木を「軽微な食害有」、将

来的な形質不良や枯死を引き起こしうる過度な食害

を受けた苗木を「深刻な食害有」（写真－５）、自然

的あるいは食害を受けた結果枯れた苗木を「枯死」、

枯死や野生動物による引き抜きを受けた結果消失し

た苗木を「消失」と分類した結果、斜張柵、縦張柵、

金網柵いずれの柵においても内部の苗木は令和元年

11 月時点で「食害無」あるいは「軽微な食害有」に分

類された苗木が 95％を超えていました（図－４）。一

方、柵外の苗木については、「食害無」あるいは「軽微

な食害有」に分類される苗木が、425 林班は 76.7％、450 林班は 26.7％となっており、本調査地

においてはシカ防護柵等による苗木保護の効果が十分に発揮されたことが示されました。 

コストの算出は、点検補修の頻度や撤去方法等の条件が変化すると算出結果が大きく変化する

こともあるため、本取組においてはこれまでに紹介した防除効果の検証結果を踏まえ、以下のよ

うに条件を設定して分析を実施しました。 

まず、点検補修コスト算出に関係する「年間点検補修回数」は、柵破損状況調査と苗木被害状

況調査の結果から、樹脂ネット柵は本取組と同程度以上の点検回数が必要であるのに対して、金

網柵は野生動物による破損が殆どなかったことから、融雪時および台風災害後の年４回程度まで

（図－４）苗木被害調査の結果 

（写真－５）深刻な食害を受けた苗木 

（左：スギ、右：カラマツ） 



 
 

50 

 

点検補修回数を低減できると考えられます。このため、本取組においては点検補修回数を樹脂ネ

ット柵は年 12 回、金網柵は年４回と設定し、コスト算出を行いました。また、「点検補修期間」

については、当署管内のいくつかの造林木において成長点が採食を受けなくなる高さまで成長し

た後もシカの角こすりや樹皮剥ぎの被害を受けて改植せざるを得ない状況に陥っていることを

踏まえ、初回の除伐が完了し、低木等が繁茂して造林地内への侵入が困難になる 10 年生頃まで

柵の十分な点検補修を実施するものとしてコスト算出することとしました。 

また、撤去コスト算出に関係する「撤去の方法」については、土中埋設したアンカーや支柱を

含めた全資材を撤去するものとし、「撤去資材の処分方法」については、廃プラスチックは産業

廃棄物処理費用を要し、鉄くずは売却できるものとしてコスト算出を行いました。 

このような条件のもと、作設、点検補修、撤去コストを算出した結果（表－１）、延長 100m あ

たりの総費用が最も安価になったのは斜張柵（66.0 万円）で、最も高価になったのは縦張柵（83.7

万円）でした。金網柵は斜張柵ほど安価にはなりませんでしたが、点検補修費用が樹脂ネット柵

より著しく低いことから、十分な点検補修体制が確保しづらい場合でも、防除効果の低下による

苗木被害の発生を抑えることができると考えられます。 

 

４ まとめ 

 苗木被害調査の結果、柵外の造林地は植栽後１年足らずで関東森林管理局の改植要件を満たす

ほどの食害を受けました。しかし、柵内は 95％以上の苗木が大きな食害の影響を受けませんでし

た。これは、月一回の十分な点検補修によっていずれの柵も一定の苗木保護効果を発揮できたこ

とを示しています。一方、樹脂ネット柵は金網柵と比較して高頻度で破損していたことや、樹脂

ネット柵内に侵入したシカが苗木以外の植物を頻繁に採食していたことから、樹脂ネット柵は、

柵内に苗木以外のシカ嗜好性植物が少ない場合や、月一回以上の頻度で点検補修ができない場合

は、深刻な苗木被害が発生するリスクが高いと考えられます。 

また、コスト分析の結果、総費用は斜張柵が最も安いという結果になりました。しかし、プラ

スチック製品と比較して環境負荷が低い鉄製品や、撤去の労力が大きい土中埋設資材を撤去する

必要があるのかを改めて再検討した結果、それらが不要だという判断がされた場合には、金網柵

が最も低コストになる可能性があります。このように、本取組で算出した撤去コストでは、作設

・点検補修コストと比較して仮定した条件が多いことから、実際のコストと乖離している可能性

も十分にあります。そのため、今後は早急に撤去の考え方や具体的な方法を確立し、より正確な

コスト分析をした上で、各柵の評価を随時修正していくことが必要です。 

いずれにせよ、柵の効果を十分に発揮して、確実な更新を図るためには、作設コストや防除効

果といった単体の因子にのみ着眼した判断ではなく、各造林地の条件や実行可能な点検補修体制

等の様々な因子を加味した複合的な検討をもとに柵の選択をしていくことが重要です。 

作設 点検補修 撤去 合計 作設 点検補修 撤去 合計
斜張柵 1.5 9.7 3.0 14.2 20.6 33.7 10.7 66.0
縦張柵 2.6 7.3 6.8 16.7 34.6 25.5 23.6 83.7
金網柵 5.7 1.3 7.5 14.5 41.5 4.7 25.6 71.8

費用（万円/100m）人工（人日/100m）

（表－１）コスト分析の結果（点検補修の値は 10 年分の合計値） 
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国と市町村の新たな関わり方 

～掛川市における森林経営管理制度の検討を通じて～ 

 

                  天竜森林管理署 掛川森林事務所  石倉悠裕  

 

１ 課題を取り上げた背景 

昨年 4 月の森林経営管理制度や森

林環境譲与税の導入に伴い、各市町村

において様々な取り組みが新たに行

われており、森林・林業行政における

市町村の果たす役割は従来以上に大

きくなっています。 

一方、市町村における林務担当職員

の数は、0～2人の市町村が全体の 8割

を占め、マンパワーの不足が課題とな

っています。（図－１） 

このような状況の中、森林・林業の

専門家である、私たち国有林野事業の

職員には、これまで以上に市町村の林

業行政への積極的な人的・技術的支援

が求められています。 
関東森林管理局では重点取組事項の一つとして、「民国連携の推進」を挙げており、天竜森林

管理署においても、現地検討会による技術普及や森林共同施業団地の設定、各種会議への参加な

どの技術的支援を行っています。 
今回私は、掛川市における森林経営管理制度の検討を通じ、「地域の森林・林業に対する課題

やニーズの把握」、「地域との円滑で実効性のある双方向の関係構築」といった森林事務所の役

割を踏まえ、森林事務所としてできる民国連携を実践するため、掛川市と連携した取組みを行い

ました。 
 

２ 掛川市における森林・林業の取組 

掛川市は、森林経営管理の推進及び森林環境譲

与税の活用に向けた体制作りのため、森林・林業、

企業、教育、行政の代表者らで構成する「掛川市

森林経営管理推進協議会」を令和元年 9 月に設置

し、協議を行っています。 

これまでの協議会の具体的な活動は、委員 10 名

により、協議会を 5 回、現地調査を 2 回、講演会

を 1 回実施しました。当署からも森林技術指導官

がオブザーバーという形で参加しています。 

令和元年度は掛川市としての譲与税活用の基本
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平成31年4月時点 出典：総務省「地方公共団体定員管理調査結果」

（図－１）市町村の林業部門職員数の分布 

（写真－１）掛川市長への提言 
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的な考え方や使途のイメージ、留意事項などをとりまとめた「掛川市森林環境譲与税活用ガイド

ライン」を作成し、令和 2 年 1 月 24 日、掛川市長に提言書として提出しました。（写真－１） 

令和 2 年度は、意向調査の実施や森林経営管理制度の本格的な運用に先立ち、市民に対して PR

効果のあるような場所をモデル地域として選定し、先駆的に森林整備を実施する予定です。 

このように市民の代表による協議会を設置し、自分たちで森林・林業の将来像を考え、合意形

成を図りながら、市長への提言という形で林業関係以外の者が森づくりに直接参画する取組は、

社会的公正や多様性という面において、国内でも先駆的な事例だと思われます。 

 
３ 掛川市との連携の経緯 

国有林野事業職員として、今回掛川市との連携を図った経緯については三つあります。 
①森林経営管理制度や森林環境譲与税の導入といった新たな制度が始まるタイミングであり、

協議会という先駆的な取組を掛川市が行っていたこと。②民有林行政への積極的な関与が求めら

れていること。③地域林政アドバイザーとして林野庁の OB が活動していること。 

これらの条件が有機的に重なったことから、天竜森林管理署長と掛川市産業経済部長が面談を

行い、連携を依頼、連携内容の確認を行いました。 

その結果、国及び掛川市双方が WIN・WIN の関係を構築でき、両者にとってメリットが大きいこ

とから新たな民国連携が成立しました。 

国のメリットとしては、国有林野職員として民有林行政を学ぶ絶好の機会であること、職員の

スキルアップの場となることなどが挙げられます。掛川市としては、国有林の持つ多様な森林づ

くりに向けたノウハウ（知識・技術）の供与や、林業成長産業化や森林環境譲与税について他県

の先進的な事例等の情報を得ることが出来るといったことが挙げられます。 

 

４ 連携の内容及び活動事例 

日常業務に支障が無い範囲で掛川市役所農林課

を訪問し、地域林政アドバイザーや林務担当職員

と打合せを行い具体的な活動内容を決定し、協議

会運営等の業務支援や国有林野事業のノウハウの

提供、技術指導を行いました。（写真－２） 
以下（１）～（６）は具体的に私が行った活動で

す。 

（１）協議会運営の支援や国有林の取組を紹介 

協議会の議事録の作成等事務局としての活動

や、協議会内で話題に挙がった早生樹や獣害対

策について国有林の事例紹介を行いました。

（写真－３） 
（２）市町村森林整備計画の見直し 

地域の実態を踏まえて、コウヨウザンを新たな植栽樹種に追加することや野生鳥獣害防止の

ためのシカ柵の点検を追加記載するなど、掛川市森林整備計画の見直し、変更を提案しました。 

（３）森林調査の実施 

FSC 認証森林（民有林）のモニタリング調査を共同で実施しました。 

（写真－２）市職員等との打合せ 
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（４）森林イベント等に参加 

協議会が開催した講演会や協議会メンバーが主催する海岸林植樹等様々なイベ

ントに参加しました。 

（５）治山事業等民有林事業地の現地調査 

台風後の崩壊地や土砂流出地、浸水地域の原因調査等様々な現地調査に同行しま

した。（写真－４） 

（６）その他 

掛川市にフィールドワークに来た大学生との交流等を行いました。 

 

 

５ 取組の結果 

今回の取組を通じ、協議会運営に関わったことで森林経営管理制度や森林環境譲与税に関する

民有林行政の動向、特に掛川市の森林・林業全体を考えたビジョンづくりや、合意形成の手法な

どを間近で見ることができました。協議会以外にも、様々な民有林行政の取組を知ることができ、

普段の国有林業務だけでは得られない貴重な経験を積むことができました。また、協議会内で多

くの方と知り合い地域のネットワークを広げることができ、地域の情報が集まりやすくなりまし

た。さらに、打合わせなどで何度も掛川市役所に足を運ぶことによって、掛川市とのスムーズな

意見交換、情報共有が可能になり、国有林に対する要望等を聞くことができるようになり、森林

事務所と市役所のお互いの役割や活動内容など地域・林業のビジョンについて日常業務の中で意

識するようになりました。 
その結果、「地域の森林・林業に対する課題やニーズの把握」、「地域との円滑で実効性のあ

る双方向の関係構築」ができるようになり、日常の業務へも取り組みやすくなりました。 
 

６ まとめ 

森林事務所職員として、これまでにない新しいスタイルで、協議会運営等に参加し、「地域づ

くり・森林づくり」に向けた協議を行っていく中で、森林・林業関係以外の市民を巻き込むこと

で、森林・林業の課題について、関係者だけではなく、地域全体の課題として取り組んでいくこ

との重要性を感じました。地域の森林整備・保全を行うにあたり、地域の林業関係者や市民代表

等と合意形成を図り、地域全体で森林・林業の活性化に取り組んでいくことが重要です。そのた

（写真－３）国有林の事例紹介 （写真－４）台風後の現地調査 
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めに森林事務所職員としてできることは、地域の一員として、積極的に民有林行政に関わってい

くことだと思いました。 

また、市町村の林務担当者はもとより、林業事業体の職員なども含め、地域全体で森林・林業

に従事する者は少なく、多種多様な地域の課題に対応するためには、その地域において具体的な

取組を考え、実行していく人材を確保・育成していくことが必要不可欠です。地域の森林を管理

する国有林野事業職員として、私たちにできることは、森林事務所に勤務する職員が担当する地

域との連携を強化し、地域の課題をともに考え、一緒に問題解決に向け取り組むことであり、林

業技術者として技術支援等を通じて市町村職員のスキルアップに貢献することではないかと思い

ました。 

今回の新たな制度（森林経営管理制度及び森林環境譲与税）の導入によって、荒廃した森林を

整備するためのお金と制度は整いました。今、掛川市では地域をあげて、それらを市民のニーズ

を踏まえ効果的に運用するための環境作りをしているところです。そこには国有林野職員が積極

的に関与していくことが求められており、森林管理署として行う現地検討会の開催など広義で間

接的な民国連携に加え、より地域に近い森林事務所として直接的に行う民国連携も必要であり、

現場を知る職員が民国連携の名の下に地域貢献として日常的に市町村の業務支援を行うことも大

切ではないでしょうか。 

さらに市町村に私たち若手職員が積極的に関与し国有林以外の地域の森林・林業全体を見るこ

とで、視野が広くなり、将来的な森林総合監理士の育成にもつながります。加えて、ルーティン

ワーク以外の仕事を行うことで仕事へのモチベーション維持やスキルアップ等、国にとっても人

材育成の手段としてとても有意義なものになると考えています。 

 

７ おわりに 

掛川市森林経営管理推進協議会の中で、掛川市の方から「国からプラスアルファを貰ってい

る」といった主旨の発言がありました。おそらく現地検討会等イベントを行うだけでは、このプ

ラスアルファという言葉は出なかったと思います。何度も市役所に足を運んで、国が積極的に支

援している、積極的に関わろうとしているという姿勢がこの言葉につながったと思います。 

冒頭で述べた森林事務所の役割である「地域との円滑で実効性のある双方向の関係構築」がで

きていたということであり、森林官業務をこなしながら、民有林行政を学ぶことができ、さらに

掛川市にとっても利のある活動ができたと考えています。そして、このプラスアルファこそが、

今回私が行った民国連携のキモとなる部分であり、私が行った活動の成果であり、地域に密着し

た森林事務所だからこそできる国と市町村の新たな関わり方だと私は考えています。 
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新たな獣害防除資材「単木柵」の開発 

 

                     群馬県林業試験場  坂和辰彦  

 

１ 課題を取り上げた背景 

人工林獣害は、植栽初期から伐期まで継続して発生し、特に幼齢木ではニホンジカ等から多くの

獣害を受けます。獣害対策は、忌避剤散布やネット柵及び単木防除資材の設置が主流です。しか

し、忌避剤はシカによる樹皮剥ぎ、角擦りにはほとんど効果がありません。ネット柵は適切な管理

を怠ると資材破損が生じ、動物は容易に侵入します。また造林地全体を囲うため、一度動物が侵入

すると全滅するリスクもあります。既存の単木防除資材はコストが高いものが多く、植栽時の設置

が前提のため、枝の張った成長木を後から保護することができません。また樹種によっては一部資

材による成長阻害も指摘されています。 

このため、既存対策の欠点を改善する新たな獣害防除資材を試作し、これを「単木柵」として開

発を行い、その効果を検証しました。 

 

２ 具体的な取組 

（１）単木柵概要 
各獣害を長期的に防ぐ観点から単木柵の素材は、経年劣化や破損、動物による噛み切りに強いワ

イヤーメッシュ（縦 100cm×横 200cm、線径 2.6mm、網目 10cm）を利用しました（図－１）。資材費

が安価であることや成長阻害がないと思われる構造である点も考慮しました。ワイヤーメッシュを

円筒形に丸め、3 箇所を耐候性の結束バンドで固定することで単木柵を試作しました（図－２）。

設置は単木柵を植栽木に被せ、ワイヤーメッシュの下端部を地面に食い込ませた上で、Ｕ字のアン

カーピンにより 2 箇所の杭止めを行いました。なお植栽木の被圧を防ぐため、防草対策を設置と同

時に行いました。 

 
 
（２）試験地概要及び効果検証 

シカの生息密度が高い地域から 5 箇所を試験地として選定し、スギ、ヒノキ、広葉樹（コナラ等

4 種）を対象に単木柵を設置しました（表－１）。各試験地は、単木柵設置区と設置なしの対照区

を併設し、両者を比較してシカ被害の防除効果を検証しました。獣害の有無、獣種、被害形態、被

（図－２）単木柵 （図－１）ワイヤーメッシュ 
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害高さ及び健全度（0：全枯れ～5：枯損枝葉なし）で防除効果を評価しました。なお分析は、自然

枯死したと判断されるものは除外しました。 

 

 
３ 取組の結果 

（１）No.１及び 2 試験地 
 結果を表－２に示します。No.1 試験地では、単木柵を設置した植栽木はシカの被害を全く受けず、

対照区は 7 割が被害を受け、単木柵の防除効果が確認できました。また対照区は植栽直後にシカに

引き抜かれて枯死したものが過半数を占めていました（図－３）。 
 No.2 試験地では、単木柵を設置したものは目立った被害もなく非常に良好な生育を示しました。

一方対照区では 100％シカによる食害を受け、ほとんど成長もせず、単木柵の効果が明確に示され

ました（図－４）。 
 
 

 
 
 

（２）No.3 及び 4 試験地 
 結果を表－３に示します。No.3 及び 4 試験地を設定した目的は、シカによる樹皮剥ぎと角擦りに

No. 設置箇所 標高 樹種 苗 植栽月 設置月 植栽本数 設置数

1 前橋市富士見町 603 スギ､ヒノキ コンテナ苗 H30.6 H30.6 100 70

2 下仁田町南野牧 697 スギ 裸苗 H30.5 H30.12 1,500 50

3 藤岡市上日野 842 ヒノキ 規格外大苗 H31.4 H31.4 25 20

4 前橋市富士見町 606 ヒノキ 規格外大苗 H31.5 H31.5 25 20

5 前橋市富士見町 700 広葉樹 裸苗 H30.4 H30.5 253 144

平均樹高(cm) 平均健全度(0～5)

単木柵設置区 57.9 3.55

対照区 33.2 0.39

単木柵設置区 75.0 4.94

対照区 38.8 3.05

R1.10月時点での調査結果

No.2
0 （0本/50本）

100（30本/30本）

試験地 頂部食害率(%)

No.1
0 （0本/70本）

70（21本/30本）

（表－１）試験地概要 

（表－２）試験結果（No.１及び２） 

（図－４）No.２試験地の状況 

左：単木柵設置区 右：対照区 

（図－３）No.１試験地の状況 

左：単木柵設置区 右：対照区 
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対する単木柵の防除効果を検証するためです。そのため、両被害を受けやすい樹高１m を越えた大

苗を植栽し、同時に単木柵を設置しました。結果は、単木柵を設置したものは両被害とも全く出ず、

良好な成長を示しました。一方対照区では、両試験地とも約半数が樹皮剥ぎや角擦りを受けました

（図－５）。 

 
 

 
 
（３）No.5 試験地（広葉樹） 

 No.5 試験地では、単木柵が広葉樹にも適用できるかを検証しました。結果は、単木柵により柵内

の枝葉が守られるため、食害による枯死はありませんでしたが、一方で柵の高さである１m 付近で

主に食害が発生しました（表－４）。対照区は、枝葉を全て食い尽くされ棒状となり、ほとんど枯

死しました。そのため、ここは対照区全てを同一樹種で植え直し、全てに単木柵を設置しました。 

設置にあたって、事前に単木柵設置区で発生した被害形態を細かく調査したところ、頂部食害及

び柵のわきからの食害の２種類が発生していました。前者は約 75～130cm の高さで、後者は柵から

10cm 未満での発生でした（表－５）。この 2 つの被害形態から、単木柵を改良しました。まず頂部

食害防止のため、ワイヤーメッシュを半分（縦 50cm×横 200cm）にし、連結させて 50cm 嵩上げしま

した。次にわき食害防止のため、メッシュの構造を利用し、紐でくくり主軸を中心に寄せました。 
それを踏まえての結果を表－６に示します。改良の結果 1m を越えた成長が見られました。一方

で、主軸が偏った成長をするモミジなどは、柵外に頂部が出てしまい食害を受ける傾向が確認され

たため、通直に成長する樹種が効果的であることが示唆されました（図－６）。 
 
 

頂部被害率(%) 食害による枯死率(%) 平均樹高(cm) 平均健全度(0～5)

単木柵設置区 76（110本/144本） 0（0本/110本） 93.9 3.72
対照区 91 （99本/109本） 89（88本/99本） 82.9 0.22

H30.10月時点での調査結果

試験地

No.5

平均樹高(cm) 平均健全度(0～5)

単木柵設置区 163.1 5.00

対照区 164.0 4.80

単木柵設置区 165.7 4.93

対照区 138.3 3.00

R1.10月時点での調査結果

No.4
0（0本/20本）

60 （3本/5本）

試験地 樹皮剥ぎ・角擦り被害率(%)

No.3
0（0本/20本）

40 （2本/5本）

（表－３）試験結果（No.３及び４） 

（図－５）No.４試験地の状況 左：単木柵設置区 右：対照区 

（表－４）試験結果（No.５） 
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４ まとめ 

シカ獣害の防除効果が確認できました。特

にスギ、ヒノキでは高い効果を発揮しました。

１基の資材費は約 450 円と既存資材の半分程

度でした。資材による成長阻害も見られず、倒

木等による破損時も植栽地全体への影響は軽

く、管理手間が掛かりません。試験地 4 及び 5

のとおり、成長木でも後から容易に設置でき

ました。樹種は問いませんが、通直な樹種が効

果的であることが示されました。 

この防除法は緩傾斜（20°以下程度）で、低

密度な植栽地で特に有効だと考えます。様々

な条件下での新植地がある中で、獣害対策の

選択肢の１つになり得ると考えています。 

 

５ おわりに 

 枯死に繋がる人工林のシカ被害は主に頂部食害、角擦り、樹皮剥ぎの 3 種類です。頂部食害は、

植栽木の高さが 1.5m を越える約 3 年生までの短い期間での被害ですが、角擦りと樹皮剥ぎは伐期

まで継続して発生する被害です。現在、この樹皮剥ぎと角擦りを防げる単木防除資材はありません。

本研究で、今まで対応困難であった両被害を防ぐ技術として、単木柵の可能性が見出されました。

金属柵により長期間防除効果の維持が可能なことが見込まれるため、今後も継続して調査しシカ獣

害を長期間防ぐ技術として確立したいと考えています。 

頂部食害率(%) 平均樹高(cm) 平均健全度(0～5)

No.5 単木柵設置区（改良） 18（32本/181本） 111.7 4.39

R1.10月時点での調査結果

試験地

（表－６）改良試験結果（No.５） 

（図－６）改良後の状況 左：クリ 右：モミジ 

（表－５）被害発生状況 左：頂部食害高さ 右：わき食害距離 
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早生樹の利活用を考える 

 

              富士森林組合  事業部長  浅沼憲太  

    掛川市森林組合 業務統括部長  尾崎友昭  

 

 

１ 課題を取り上げた背景 

国内の森林資源が充実する中、製材をはじめとして、合板、集成材、ＣＬＴ、チップ用等

への国産材需要が高まり、それに伴い全国的に素材生産量は増加傾向にあります。一方、森

林資源の循環利用に向けて主伐・再造林の推進が図られていますが、主伐後の再造林、下刈

りなど保育作業に要する経費が大きいうえ、近年の獣害の被害は年々拡大していることか

ら、ますます森林所有者の林業経営への意欲が薄れ、思うように主伐が進まない状況です。 

このような中で、森林組合（山側）として、需要者が求める木材（樹種）を将来にわたって

供給するため、成長が早く短伐期で収益が得られる早生樹に着目し、造林樹種として選択する

ことができないか、木材需要者の協力も仰ぎ、検討することとしました。今回、いくつかの早

生樹種について、企業や研究機関（川中・川下）と協力を得て行ってきた２年間の様々な試験

状況を報告します。 

 

 

２ 具体的な取組 

・検討した早生樹種 

コウヨウザン、テーダマツ、スラッシュマツ、ユリノキ、ホウノキ、カツラ ほか 

 

・取組体制 

静岡県内の森林組合、林べニア産業株式会社、株式会社ノダ、静岡県森林・林業研究センター、 

銘建工業株式会社、静岡県内製材会社ほか 

 

・取り組み内容 

(1) 国内外の早生樹の状況調査 

① 過去の行政指導および文献調査 

過去には早生樹の成長性および施業技術の検討がなされ、「早生樹の育苗と造林の実際」、

「世界の有用木材 300 種」「中国のコウヨウザンについて」など、様々な文献が残されて

いることが分かりました。 

 

② 国内外の早生樹の状況 

過去に全国各所に早生樹試験林が造成されており、様々な研究が行われていることが分か

りました。その内、静岡県や広島県の早生樹試験林（コウヨウザン）については具体的な

林分調査を実施しました。今後早生樹を検討する際はこれらのフィールドを十分に参考に

するべきであることが分かりました。また、海外の取組として中華人民共和国における生

産的人工林の育苗状況、林分生育状況、木材の活用状況を視察しました。 
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③ 遺伝子検査 

育種、育苗試験につなげるための採種を行うにあたり、雑種などの恐れがあるため、葉等

による判別に加え、遺伝子検査を行いました。検査で遺伝子が合致した樹種のみを採種の

対象木としました。 

 

(2) 育種・育苗・植栽試験 

① 過去に造成された早生樹試験林等から採種、採穂を行い、播種、挿し木試験を行いました。

また、苗の成長記録を行うとともに、山への植栽試験を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 植栽試験による成長の検証 

コウヨウザン、ユリノキ、ホウノキ、カツラ等の早生樹と従来樹種であるスギ・ヒノキの

成長比較を行いました。早生樹の樹高成長及び肥大成長の速度は従来樹種に比べ初期段階

から安定した成長が見られました。また、文献からも成長予測を行いましたが、早生樹に

優位性が見られました（図－１）。 

静岡県立 浜北森林公園 

コウヨウザン林分（63 年生） 

静岡県立 浜北森林公園 

ユリノキ林分（63 年生） 

掛川市内 民有林 

テーダマツ林分（62 年生） 

中華人民共和国 福建省 コウヨウザン林分（22 年生） 

テーダマツ種子 コウヨウザン稚苗の状況 富士宮朝霧 早生樹植栽試験林状況 
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(3) 物性試験（合板・製材品・ラミナ） 

静岡県内で伐採した早生樹（コウヨウザン・テーダマツ・スラッシュマツ、ユリ、ホウ、カツラ

他）を試験体として、合板、構造材、ラミナ材の強度試験および接着試験等を実施しました。 

 

① 伐採・出材 

静岡県内の早生樹林分において、森林所有者の協力を得て伐採・出材作業を行い、試験体

である原木を調達しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 合板・製材品・ラミナ材の物性試験 

企業等の協力を得て、早生樹の合板、製材品、ラミナ材の物性試験を行いました。強度、製

品の品質変異等、早生樹の樹種ごとに様々な試験結果が得られ、それぞれの特徴を掴むこ

とができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図－１）早生樹の予想成長曲線（樹高・胸高直径） 

掛川市テーダマツ林分 伐採状況 伐採後の原木状況（左：コウヨウザン 右：スラッシュマツ） 

コウヨウザン製材状況 製材品 強度試験状況 コウヨウザン合板 強度試験状況 
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③ 物性試験の今後の見通し 

強度等のデータと共に、生産性（歩留り、加工性他）や耐久性、製品の品質変異等のデータ

を今後も蓄積していく必要があると思われます。 

 

 

(4) 造林プランニングによる収益試算 

早生樹を用いて短伐期で収穫した場合の収益試算を行いました（表－１）。スギ、ヒノキ林 1ha

当たりで 60 年目の収穫で得られる収入を比較対象とし、早生樹では、30 年 1 周期で収入を見込

みました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 取り組みの結果 

様々な試験により、いくつかの早生樹の特性や傾向を掴むことができました。早生樹は今後の林

業経営に対し有用であり、過去の文献等を生かしながら育林、活用方法を確立していくことが望ま

れます。一方で樹種それぞれの育林上の課題や、材としての活用上の課題があり、今後も川上・川

中・川下の連携により、将来の活用が担保された樹種を選択し、連携しながら造林に取り組むこと

の重要性が分かってきました。 

 

早生樹による今後の持続的森林経営のポイント 

〇早生樹の短伐期（30 年 30cm）による収益向上 

〇森林経営が難しい小規模山林で早生樹を活用した収益向上 

〇早生樹により再造林を推進し地域森林の林齢構成の偏りを解消 

〇名木を育てる長伐期林業や、地域の自然植生を重視した森林とのバランスも大切 

 

 

４ まとめ 

様々な試験やプランニングの結果から、早生樹は材として有用であると同時に、短い投資期間に

よる保育作業の軽減や短伐期による収益アップ、萌芽更新による再造林経費縮減などの今後の可能

性がある樹種があることも分かり、加えて、利回りの良いことも分かってきました。このことは森

林経営が難しい小規模山林においても収益性の向上につながることを期待させます。 

今後も様々な検討を重ね、静岡県内での早生樹の将来について可能性を見出し、経営意欲の低下

した森林所有者に将来の希望を示し、持続可能な森林経営を目指し、地域経済と社会に貢献したく

考えています。 

樹種 ３０年目 ６０年目 計 

スギ － ３４２万円 ３４２万円 

ヒノキ － ４６８万円 ４６８万円 

テーダマツ ４７５万円 ４７５万円 ９５０万円 

スラッシュマツ ４５１万円 ４５１万円 ９０２万円 

コウヨウザン ４３９万円 ４３９万円 ８７８万円 

（表－１）早生樹と従来樹種の収益計算 
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ドローンは立木調査を省力化できるのか？～樹種判別と材積推定～ 

 

           静岡県立農林大学校 林業学科  長嶋 航  

 

１ 課題を取り上げた背景 

森林管理署の製品（丸太）販売業務において収穫調査の省力化が課題となっています。一方、

森林管理署ではドローンを導入して森林管理業務の効率化を図っています。ドローンは空中から

森林の状況を把握することが可能であり、調査を効果的・効率的に調査を行うことができます。

現在そのドローンと写真測量の技術を用いて樹種、樹高などを調べ、材の資源量を調べる研究が

進められています。その資源量を調べるためには測量精度の精度が大事になります。なぜなら写

真測量で得られる樹冠データと、他の測量成果で得られる地形データと併せて解析するため、デ

ータ間の位置の整合を得るために測量精度が求められます。そして今回研究するのが、ドローン

で空撮を行いそのデータを元に３次元モデルを作り、樹種判別した際の樹種の数量を求め、市況

を元に販売予測をします。この研究の精度が上がれば、毎木調査をすべてドローンで行えるとと

もにより良い森林整備が可能です。 

２ 具体的な取組 

 （１）調査地と収穫調査の流れ 
調査地は、瀬尻国有林 880 ろ林小班（静岡県浜松市

天竜区龍山町瀬尻）の 0.65 ha です。センターの開発

した収穫調査手法は図１の流れで行いました。 

 （２）空中写真の撮影と３次元モデルの作成 

ドローンを使って空中写真の撮影を行いました。ド

ローン Phantom4 RTK を用い、高度 100ｍ、ラップ率

85%、ドローンに決められた区画と高さ、何分間撮影

するかをプログラミングして飛行させます。撮影エリ

アを広くしたい場合は、ドローンを高く飛ばします。

しかしあまり高い位置で撮影をすると、樹種の判別が

できない場合があります。ドローンでの空中写真の撮

影のデータを元に、３次元モデル、表層モデル（DSM）、オルソ画像の生成を行います。この作業

により森林の状態を空中写真よりもわかりやすくできます。また次の段階の樹木の抽出が行えま

す。 

 
図１ドローンを用いた立木調査の流れ 

  
図２ 調査地の３次元モデル 図３ 調査地の３次元モデル（別角度） 
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 （３）樹木の検出 
先ほど作った 3 次元モデルを活用して、単木

抽出を行います。3 次元モデルを使い、樹頂点を

1 本 1 本見つけていく作業を行います。この際に

使うのが（drone2cw）というプログラムです。こ

の作業を行うことにより、次の樹冠面積・樹高計

算と樹種判別の作業が行えます。 
 

 （４）樹冠面積と樹高計算 
樹高は、上記で得られた樹頂点の標高と地面

の標高の差分により求め、地面の標高は、国土交

通省（航空レーザー測量）のデータを活用しまし

た。 
 （５）樹種判別 

ドローンの空中撮影画像を元にして作成された 3 次元モデルを使って、森林・林業研究センタ

ーが作成したディープラーニングを使った判別プログラムを用いて、樹種判別を行いました。 

ディープラーニングを使った判別プログラムは次のように作成します。まず、ドローンで多く

の現場の空撮を行い、PC を使って区切られた画像をすべて 1 本 1 本人の目で、スギ・ヒノキ・そ

の他の樹種の 3 つのグループに選別します。この画像と正解の組み合わせを、ディープラーニン

グという手法でコンピュータに学習させます。 

 
図５ 樹種分類に用いる画像データと樹種区分による立木表示の例 

 

 （４）樹冠面積と樹高計算 
樹高は、上記で得られた樹頂点の標高と地面の標高の差分により求めました。地面の標高は、

国土交通省（航空レーザー測量）のデータを活用しました。 

一方で、3 次元モデルからオルソ画像を生成し、プログラムにて樹木単位で樹種判別を行いま

 

図４ ３次元モデルからの単木抽出の結果 
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した。プログラムは、センターが静岡県内のスギ・ヒノキ人工林で収集したデータで作成したデ

ィープラーニングのモデルで、今回は、その正解率を検証するために行いました。さらに、材積

を推定するために現地調査を行い、材積と、樹高・樹冠面積・樹種の関係を統計モデルとして表

しました。こうして得られた林分内に生育する樹木の樹種別の本数・材積を、森林管理署の収穫

調査データと比較して精度を検証しました。 

 （５）材積推定 

まず、ドローンでは直接観測できない胸高直径を推定しました。胸高直径は、樹高・樹冠面積

・樹種との関係式に表し推定しました。関係式は、一般化線形モデル（GLM）と呼ばれる回帰分析

の一種で、複数の因子から目的の数値を推定することができます。 

次に、ドローンで観測した樹高と、上の推定式より求めた胸高直径から立木幹材積表を使用し

て幹材積を求めました。これらのことから幹材積を推定することができます。 
 

３ 取組の結果 

 （１）本数と幹材積 
センターで開発したドローンによる収穫調査を行ったところ、総材積は 326ｍ³と計算され、毎

木調査 341ｍ³に対して 4％の誤差がありました。総本数は、ドローンで 360 本に対して毎木調査

495 本で 27％の誤差がありました。ドローンでは下層木を検出できないため本数に大きな誤差が

生じたと考えます。また樹種判別は、画像から確認した 358 本のうち 317 本（91.3％）で正解が

得られました。 

  
図６ ドローン調査と毎木調査での立木本数 図７ ドローン調査と立木調査での幹材積 

 

（１）利用率と販売材積 
今回の調査地は国有林であるためおおまかに利用の割合が決まっています。市場に 60％、チッ

プ材に 30％、林地残材に 10％という割合です。図 9 を参考にすると、ドローンでの調査・毎木調

査・販売実績ともにほぼ同じ数値が得られました。このデータにより、ドローンによる調査は毎

木調査と同等の精度で計測できることが分かりました。 
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図８ ドローン調査と毎木調査から予測した 

販売材積と販売実績 

 

４ まとめ 

 ドローンでの調査結果と毎木調査での結果を比較したところ、大体同じような結果を得ること

ができました。また販売実績と比較した際にも、同様な結果を得ることができたため、ドローン

による調査の精度は毎木調査と同等の精度であると言えます。しかし、下層木の見落としや、立

木の曲がりの有無までは計測できていないため今後の課題です。そして現在の実証できているの

は 1 カ所しかないため、今後実証地を増やして検証していく必要があります。 
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